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表-4.3  遠心模型実験の仕様 

最大遠心加速度  113 G 

回転腕直径  9650 mm 

有効回転半径  3400-3800 mm 

最大中心軸回転数  163 rpm 

回転体最大速度  92 m/sec 

スイングプラットホームの大きさ  1600×1600 mm 

最大積載質量  2760 kg 

最大質量×加速度  容量  300 ton×G 

 

表-4.4  遠心模型実験の相似則 17) 

項目 模型 / 実物 
長さ 1/n 

加速度 n 

質量 1 

力 1/n2 

応力 1 

ひずみ 1 

変位 1/n 

時間（圧密・浸透） 1/n2 

時間（動的） 1/n 

周波数 1/n 

 

 

 
⇔ 加振方向 

（a1～a6:加速度，EP1～EP7:ロードセル） 

図-4.30  模型地盤概要図（ケース 1） 

 

 

  模型の作製手順は以下のとおりである．まず，空中落

下法により，土槽内に基礎地盤を作製する．基礎地盤は

相馬珪砂 6 号を用いて相対密度が約 90%となるように作

製した．使用した相馬珪砂 6 号の物理特性を表-4.5に示

す．次に，粒径 4.75～9.5mm の砕石を用いて捨石マウン

ドを作製する．マウンドは手作業で盛り立て，締固めは

実施していない．マウンドの乾燥密度は約 1.7g/cm3であ

る．捨石マウンドの一部を改良する実験ケースの場合は，

あらかじめセメントペーストを用いて所定の形状のブロ

ックを作製しておき，このブロックを捨石マウンド内の

所定の位置に設置することで改良部を模擬することとし

た．マウンド作製後，その上面にケーソン模型を設置し，

背後地盤を作製する．ケーソン模型は鉄製で，背後地盤

と接する面に 4 台，ケーソン底面に 3 台の二方向ロード

セルが内蔵されている．これにより，背後地盤からケー

ソンに作用する土圧，背後地盤とケーソンの間の摩擦力，

ケーソン底面に作用する反力及び摩擦力を計測すること

ができる．ケーソン模型の寸法は幅 12cm，奥行き 19.5cm，

高さ 18cm で，密度は 2.1g/cm3 である．背後地盤は基礎

地盤と同様に相馬珪砂 6 号を使用し，空中落下法により

相対密度が 90%となるように作製した．なお，捨石マウ

ンドの上面（背後地盤側のみ）にはガーゼを敷き，砂が

砕石の隙間に落下することを防止した． 

  模型が完成した後，模型地盤を脱気水で飽和した．飽

和は二段階に分けて行った．まず，1G 場において，土槽

下部から地盤にボイリングが生じないように注意しなが

ら注水し，ケーソン天端から約 1cm 下の高さまで水面を

上昇させる．その後，模型を遠心模型実験装置に設置し，

遠心模型実験装置を作動させて遠心加速度を20Gまで増

加させる．この状態で脱気水の注水を再開し，ケーソン

天端が水没する高さまで水面を上昇させ，模型を飽和し

た．飽和が終了した後，遠心模型実験装置をさらに加速

し，遠心加速度を 50Gまで増加させる．遠心加速度が 50G

で安定したところで，模型振動実験を開始した．入力波

は 100Hz（実物換算で 2Hz）の正弦波とし，最大加速度

を 100，200，250，300Gal の 4 段階に変化させて各段階

で 50 波加振するステップ加振により実験を行った．加振

方向は岸壁法線直角方向（図-4.30参照）である． 

  実験では，ケーソン模型に作用する土圧等の他に，地

盤内の加速度，間隙水圧，ケーソン及び背後地盤表面の

変位，ケーソンの加速度などを計測した．センサーの設

置位置は図-4.30 に示したとおりである．また，実験に

画像解析を行うため，模型地盤内にターゲットを埋設し

た． 

  実験は 5 ケース行った．いずれのケースにおいても模

型の形状は図-4.30 と同様で，マウンドの形状及び改良

部の形状のみを表-4.6のように変化させた（ケース 1 は

増深前の断面で図-4.30 に示した通りである）．ケース 5

のみマウンドを相馬珪砂 4 号を用いて空中落下法により

相対密度が 50%程度となるように作製した．相馬珪砂 4

号の物理特性は，すでに表-4.5 に示したとおりである． 

 

表-4.5  使用材料の物理特性 
 土粒子密度 最大間隙比 最小間隙比

相馬珪砂6号 2.660 1.268 0.760 

相馬珪砂4号 2.644 0.970 0.634 
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表-4.6  実験ケース一覧 

case 改良部形状 マウンド模型形状 

2 

 

3 

 

4 

 

5 

 

 

 

  (3) 実験結果と考察 

  a) 重力式係船岸の変位 

  実験中に各加振ステップにおける加振終了時の模型の

様子を撮影し，実験後にその写真を比較することでケー

ソン模型や地盤の変位を読み取った．読み取った変位を，

各実験ケースの実験終了後の写真に重ね書きしたものを

図-4.31 に示す．また，岸壁法線におけるケーソン天端

の変位の軌跡を図-4.32 に，ケーソン前趾直下の改良体

天端の変位の軌跡を図-4.33に示す． 

  ケース 1〜4 においては，実験結果は概ね 1G 場におけ

る模型振動実験と同じ傾向を示している．つまり，改良

体を基礎地盤に着底させないケース 2 が最も効果的にケ

ーソンの変位を抑制している．ケース 3 のように改良体

を着底させると，ケーソンと改良体との間で滑動が生じ，

結果として大きな水平変位が発生する．また，ケース 4

のように改良範囲がせまい場合には，改良体が捨石マウ

ンドとともに変位するため，ケーソンの変位を抑えるこ

とができない． 

  一方，マウンドを砂で作製したケース 5 では，図-4.31

よりマウンドの海側法面部が大きく変形するとともに，

改良体がマウンドに少しめり込むような状態となってい

ることがわかる．その結果，ケーソンの沈下量は，増深

前の断面（ケース 1）の場合よりも大きく，水平変位量

は同程度となった． 

 

 

 
ケース 1 

 

 
ケース 2 

 

 
ケース 3 

 

 
ケース 4 

 

 
ケース 5 

 

図-4.31  ステップ 4 加振後の模型地盤状況 
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図-4.32  岸壁法線のケーソン天端の変位 

 

 

図-4.33  ケーソン前趾直下の改良体天端の変位 

 

 

  b) 振動特性 

  1Ｇ場における実験と同様に，地盤内やケーソンに設置

した加速度計の計測結果をもとに，増深した係船岸の振

動特性を調査した．図-4.34 に最大加速度の増幅率を，

図-4.35 に位相遅れを示す．増幅率，位相遅れの求め方

は，1Ｇ場における実験のケースと同様である（4.2 (3) a)

参照）． 

  図-4.34より，ステップ 1（最大加速度 100Gal）では，

いずれの実験ケースにおいてもケーソン天端（設置高さ

45cm）で増幅が大きいことがわかる．また，海側向きの

加速度と陸側向きの加速度を比較すると，ケース 5 以外

の実験ケースでは海側向きの加速度の方が増幅が大きい

傾向がみられる．ケース 5 では捨石マウンドが砂で作製

されており，他のケースよりも軟らかいため，かえって

海側・陸側に均等に振動する結果となったのではないか

と思われる． 

 

（海側向きの加速度） 

 

（陸側向きの加速度） 

図-4.34  ケーソン前趾直下の改良体天端の変位 

 

 

  同じく図-4.34においてステップ 2（最大加速度 200Gal）

の結果に着目すると，改良体の有無により増幅傾向が大

きく異なることがわかる．増深前の断面で改良体が存在

しないケース 1 では，ステップ 2 における加速度増深率

がステップ 1 の場合よりもかなり大きくなっているのに

対し，他のケースでは逆にステップ 2 の場合の方がステ

ップ 1 の場合よりも増幅が小さい結果となっている．特

に陸側向きの加速度において，この傾向が顕著である．

改良体によりケーソンの安定性が増した結果であると考

えられる． 

  一方，図-4.35 の位相遅れを見ると，全体としてステ

ップ1よりもステップ2の方が位相遅れが大きく，また，

海側向きよりも陸側向きの方が位相遅れが大きい．従っ

て，いずれのケースにおいても，ケーソンが海側に投げ

出されるような挙動を示し，陸側に戻る時は地盤より遅

れる状況になっているものと推測される． 
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図-4.32  岸壁法線のケーソン天端の変位 

 

 

図-4.33  ケーソン前趾直下の改良体天端の変位 
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出されるような挙動を示し，陸側に戻る時は地盤より遅

れる状況になっているものと推測される． 
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（海側向きの加速度） 

 

（陸側向きの加速度） 

図-4.35  ステップ 1，2 における加速度の位相遅れ 

 

 

  なお，図-4.35 によると，マウンドが砂で作製されて

いるケース 5 が最も位相の遅れが小さいことがわかる．

マウンドが軟らかいため，ケーソンがマウンドに少しめ

り込むように沈下し，マウンドと一体的に振動している

ものと思われる． 

  図-4.34，図-4.35 にはステップ 1～2 の結果のみ示し

たが，ステップ 3 についても概ね同様な傾向であること

を確認している．ステップ 4 では地盤の変形等により加

速度計の傾斜が大きくなり，検討に適したデータが取得

できなかったため，ここで示したような整理は実施しな

かった． 

  c) ケーソン背面に作用する土圧 

  図-4.36 に各実験ケースでは計測された各加振ステッ

プ毎の最大土圧を示す．図に示した最大土圧は，各加振

ステップ中にそれぞれの高さで計測された土圧の最大値

を示したもので，これらの土圧がケーソンに同時に作用

したものではない点に注意が必要である． 

  図-4.36 より，土圧分布には明確な傾向が見られない

ものの，ケース 5 のみ他のケースと傾向が異なり，ケー

ソン上部で土圧が小さく，下部で土圧が大きくなる傾向

を示している．土圧の大きさについては，実験ケースに

よらず 10～40kPa の範囲となっているが，ケース 5 では

値がやや小さいように見受けられる．4.3 (3) b)で述べ

たとおり，ケース 5 ではケーソン天端の加速度の位相遅

れが小さかったことから，背後地盤からケーソンに作用

する土圧が小さくなったものと思われる． 

  d) ケーソンの底面反力 

  図-4.37 に各実験ケースで計測されたケーソン底面反

力の分布を示す．図に示した底面反力は，先述の背面土

圧の場合と同様に各加振ステップ中に計測された最大値

を示したものであり，これらの最大値が同時に作用した

ものではない点に注意が必要である． 

  図-4.37より，ケース 1 とケース 2～5 で背面反力の分

布傾向が異なることがわかる．ケース 1 ではケーソン前

趾側で大きな反力が生じているのに対し，ケース 2～5

では後趾側で反力が大きくなっている．図-4.31 に示し

たとおり，ケース 1 ではケーソンは前傾するもののマウ

ンドで支えられているのに対し，ケース 2～5 ではケーソ

ンは水平～後傾する傾向で，ケーソンの水平変位に伴っ

てケーソン前趾部分が浮いてしまうことに起因するもの

と思われる． 

  (4) 遠心力場における模型実験のまとめ 

  捨石マウンドの一部を改良することによって増深した

重力式係船岸の地震時の挙動について，定量的なデータ

を得ることを目的に遠心力場における模型振動実験を行

った．実験の結果得られた岸壁の変位や振動特性は，概

ね 1G 場における模型振動実験と同様な傾向であった．

本実験で取得した種々のデータは，FLIP による数値解析

を行う際のキャリブレーション用のデータとしても活用

している． 

 

  4.4  まとめ 

  新工法により増深した重力式係船岸の挙動特性を把握

するための基礎検討として，改良されたマウンドの力学

特性に関する土質試験及び増深した重力式係船岸の模型

振動実験（1G 場，遠心力場）を実施した．その結果，改

良済マウンドの強度が砕石と充填材の付着力に支配され

ること，新工法により増深した重力式係船岸の地震時安

定性が確保できることなどを確認し，その挙動特性に影

響を与える要因を分析した．さらに，設計技術の検討の

ための定量的なデータを取得した． 
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 ケース 1 ケース 2 

 

   

 ケース 3 ケース 4 

 

  

 ケース 5 

 

図-4.36  ケーソン背後に作用する最大土圧の鉛直方向分布 

（ケーソン高さ 0mm はケーソンの天端を示す） 
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図-4.36  ケーソン背後に作用する最大土圧の鉛直方向分布 

（ケーソン高さ 0mm はケーソンの天端を示す） 
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 ケース 1 ケース 2 

 

   

 ケース 3 ケース 4 

 

  

 ケース 5 

 

図-4.37  ケーソン底面に作用する最大底面反力の水平方向分布 

（ケーソン幅 0mm はケーソン法線位置を示す） 
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 ケース 3 ケース 4 

 

  

 ケース 5 

 

図-4.37  ケーソン底面に作用する最大底面反力の水平方向分布 

（ケーソン幅 0mm はケーソン法線位置を示す） 
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5. 捨石マウンドの現地調査 

 

  5.1  調査調査の目的 

  新工法では，改良体の効果や施工性及び信頼性が，捨

石の付着物や空隙の状況に大きく左右される．したがっ

て，実際の捨石状況を反映した検討条件や適用条件の整

理が重要となるが，既設捨石マウンドの付着物や空隙の

状況について示された文献は見当たらず，検討を進める

上での条件設定が難しい状況にあった． 

  そこで，以下の 3 項目の把握を目的として，実現場（鳥

取港第３防波堤撤去工事（重要）（2 工区））における捨石

マウンドの状況調査を実施した． 

①捨石表面の付着物 

②捨石マウンド内部における土砂混入状況 

③ケーソン直下における捨石空隙状況 

  調査位置図，平面図，標準断面図を図-5.1～図-5.3 に

それぞれ示す． 

 

 

 

 

  5.2  調査内容 

  (1) 調査項目と調査フロー 

  調査項目一覧を表-5.1に，調査フローを図-5.4にそれ

ぞれ示す． 

 

 

 

表-5.1  調査項目一覧 

調査方法 調査項目 時期 

1
潜水士による表面

目視調査 

藻・貝類の付着 
ヘドロ等の堆積 
空隙の閉塞状況 

撤去工事 
着手前 

2
陸揚げした捨石の

目視観察 
藻・貝類の付着 
ヘドロ等の表面付着 

捨石マウンド 
撤去中 

3
潜水士によるマウ

ンド内部調査 

藻・貝類の付着 
土砂等の混入 
内部空隙の状況 

捨石マウンド 
撤去後 

4
潜水士によるマウ

ンド表面調査 

藻・貝類の付着 
ヘドロ等の堆積 
空隙の閉塞状況 

ケーソン 
撤去後 

 

 

 

 

 

 

図-5.1  調査位置図 

 

 

 

調査箇所 
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図-5.1  調査位置図 

 

 

 

調査箇所 
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図-5.2  平面図 
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図-5.2  平面図 
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黒色：残置区間，水色：撤去済み，赤色：今年度撤去区間 

 

図-5.8  各ケーソンの撤去履歴と調査時の状況 

 

 

表-5.8  法線方向（ケーソン中心付近）調査結果 

 

ケーソン端部より
0～30m区間

ケーソン端部より
30～40m区間

ケーソン端部より
40～60m区間

ケーソン端部より
60m～区間

H23年9月13日
H23年8月31日
H23年8月27日

H22年11月
（10ヶ月前）

H22年2月
（1年7ヶ月前）

H21年8月
（2年１ヶ月前）

なし なし
一部フジツボ等の付

着が見られる

全面にフジツボや貝
類が付着

所々海藻が見られる
港内側で中詰砂が堆
積した個所が見られる
が、港外側は堆積物が

少ない

砂多い
捨石の間隙は、ほぼ砂

で満たされている

砂多い
捨石の間隙は砂で満

たされている

砂多い
捨石の間隙は砂で満

たされている

空隙有り 空隙少ない 空隙無し 空隙無し

　間隙下の捨石表面ま
で貫入
　間隙内に5～10cm程
度の砂が堆積

20cm程度 5～10cm 5cm程度

空隙の有無

間隙への
鉄筋貫入長さ(cm)

捨石の大きさ(cm) ※）

※(　)内数値は比重2.70と仮定した場合の重さ

センターライン（法線方向）

ケーソン撤去時期

調査項目

30cm角～50cm角程度

(70～340kg程度)

表面付着物

砂・粘土等の堆積状況
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図-5.8  各ケーソンの撤去履歴と調査時の状況 
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センターライン（法線方向）
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表面付着物

砂・粘土等の堆積状況
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 (a) 法線方向 5m 付近（マウンド中心部） (b) 法線方向 25m 付近（マウンド中心部） 

 捨石間隙は空隙状態，付着物無し 捨石間隙は空隙状態，付着物無し 

 

 

   

 (c) 法線方向 35m 付近（マウンド中心部） (d) 法線方向 45m 付近（マウンド中心部） 

 砂の堆積が見られるが付着物無し 砂の堆積とフジツボが付着 

 

 

写真-5.11  ケーソン撤去後のマウンド状況 
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表-5.9  法線直角方向調査結果 

 

 

 

  (5) 潜水士へのヒアリング 

  調査終了後，鳥取港での施工経験をもつ潜水士に，捨

石マウンド内の土砂堆積についてヒアリングを実施した．

ヒアリング結果は，以下のとおりである． 

・ 長期に亘って堆積した砂は黒っぽくなるので，今回，

間隙に堆積していた砂は中詰砂である可能性が高い

と思う．台風による影響が強かったのではないか． 

・ マウンド設置からケーソン据付まで連続した施工の

場合には，マウンド上に砂の堆積はない．しかし，マ

ウンド設置からケーソン据付までに時間が空いた場

合には，マウンド上に土砂が堆積するケースもあり，

ケーソン設置前にマウンド上の砂を撤去する事があ

る． 

・ 捨石内部については分からないが，潮の行き来で堆積

している可能性はあると思う．ケースバイケースでは

ないか． 

・ 護岸等の捨石についても，潮の行き来で捨石内に土砂

が堆積している可能性はあると思う．ただし，通常，

黒っぽい土砂だと思う． 

 

5.4  まとめ 

  捨石表面の付着物，ケーソン直下における捨石空隙状

況，捨石マウンド内部における土砂混入状況の把握を目

的として，鳥取港第 3 防波堤撤去工事（重要）（2 工区）

において捨石マウンドの状況調査を実施した．調査内容

と結果概要を表-5.10に示す． 

  本調査では，調査対象が漂砂の影響が大きい防波堤で

あり，かつ詳細なデータを得ることは難しかったが，次

のように結論づけられる． 

・ フジツボや貝類，海草類等の付着は海に曝されたマウ

ンド表面に限られ，ケーソン直下やマウンド内部には

見られない． 

・ ケーソン直下は土砂の堆積が僅かであり，空隙が残さ

れた状態である． 

・ 直接海に曝されたマウンド部分は土砂が堆積しやす

い環境にある． 

  紙面の都合で詳細は示さないが，高知港三里地区防波

堤での潜水士によるマウンドの表面目視調査でも同様の

結果が得られた． 

  よって，捨石の間隙は空隙の大きな箇所と，土砂が混

入した箇所が混在することを前提に，マウンド改良の実

験・検討を進めることが望ましい．なお，この結果は 2

例の調査結果に過ぎず，現地条件によっては状況が異な

る場合も考えられる．実施工に当たっては，事前に対象

とする捨石の状況を確認することが望ましいと考えられ

る． 

2.5mライン
（法線直角方向）

5mライン
（法線直角方向）

2.5mライン
（法線直角方向）

5mライン
（法線直角方向）

なし なし
トリバー撤去部付近
にて土砂および貝類

が一部付着
なし

空隙有り

　間隙下の捨石表面まで貫入
　間隙内に10～20cm程度の砂が堆積

　間隙下の捨石表面まで貫入
　間隙内に5～10cm程度の砂が堆積

ケーソン・ブロック
撤去時期

表面付着物

砂・粘土等の堆積状況

空隙の有無

間隙への
鉄筋貫入長さ(cm)

捨石の大きさ(cm) ※）

空隙有り

※(　)内数値は比重2.70と仮定した場合の重さ

H23年9月13日 H23年8月23日

根固、ﾌﾞﾛｯｸ撤去部（16.5～23m付近）ケーソン撤去部（0～16.5m）
調査項目

30cm角～50cm角程度

(70～340kg程度)

70×60×50cm
100×60×60cm
85×75×40cm

(550～1000kg程度)

港内側で中詰砂が堆積した個所が見られる
が、港外側は堆積物が少ない

一部土砂の堆積が見られ、捨石間隙下に砂
の堆積が見られる
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 (a) 法線直角方向 15m 付近（ケーソン近傍） (b) 法線直角方向 20m 付近（根固め撤去部） 

 捨石間隙は空隙のままであり付着物も見られない 土砂の堆積が見られるが，捨石間隙は空隙が残り付着物がない 

 

  

 (c) 法線直角方向 23m 付近（トリバー10t 撤去部） 

 土砂の堆積が見られるが，捨石の間隙は空隙が残る 

 

写真-5.12  ケーソン撤去後のマウンド状況 

 

 

表-5.10  調査内容と結果概要 

実施日 調査方法 調査目的・内容 結果概要 

H23.7.7 潜水士による表面目視調査 撤去工事着手前の状況確認 
捨石全面にフジツボや貝類，藻類の付着

が見られ，捨石の間隙には土砂で詰まっ

た状態． 

H23.7.8 陸揚げした捨石の目視観察 
ガットバージ上で撤去された捨

石の表面を目視調査 

マウンド表面の捨石にフジツボや貝類，

藻類が付着．マウンド内部にあった捨石

には付着物は見られなかった． 

H23.7.9 潜水士によるマウンド内部調査 
マウンド内部の状況を確認する

ため，マウンドの掘削面に沿っ

て目視調査 

捨石に付着物なし．砂が多く堆積し，捨

石間隙の空隙の有無は確認できなかっ

た． 

H23.9.14 潜水士によるマウンド表面調査 
ケーソン直下の状況を確認する

ため，ケーソン撤去翌日にマウ

ンド表面を目視調査 

捨石に付着物なし．ケーソン直下の捨石

の間隙には土砂の混入がわずかであり，

空隙が残る． 
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6. 設計に関する検討 

 

  6.1  検討目的 

  すでに述べてきたとおり，既設重力式係船岸の捨石マ

ウンドの一部を改良・固化し，その後，掘削して増深す

ることが本研究の目的である．このような工法に関する

設計手法としては確立されたものがなく，捨石マウンド

をどの程度改良すれば増深可能か，その範囲の決定方法

及び必要な改良強度は不明である． 

  本章では，改良した捨石マウンドに要求される性能を

把握することを目的に実施した設計に関する検討につい

て述べる．まず 6.2 においてモデル断面を設定し，増深

後の断面について従来の設計法を用いた試計算を行う．

6.3 では，試計算によって設定された断面について FLIP

による解析を行い，改良効果の検証を実施する．ここで

は，レベル 1 地震動だけでなくレベル 2 地震動について

の検討も実施している．6.4では，遠心模型振動実験モデ

ルについて FLIP を用いた事後解析を行い，変位応答及び

応答加速度の解析での再現性の検討を行った結果につい

て述べる． 

 

  6.2  増深後の断面の試設計 

  (1) 概要 

  検討対象とする重力式係船岸のモデル断面を設定し，

その断面を 2m 増深した場合の試設計を行う．検討フロー

を図-6.1に示す． 

  (2) モデル断面 

  モデル断面は 2.3 で設定したものを使用する．設計条

件を表-6.1に，断面図を図-6.2に示す． 

 

 

 

 

 

 

図-6.1  検討フロー 

 

 

表-6.1  モデル断面の設計条件 

設計水深 −16.1m 
潮位 H.W.L. = +2.00m  L.W.L. = ±0.00m 

残留水位 R.W.L. = +0.67m 

荷重 上載荷重  常時 20.0kN/m2  地震時 10.0kN/m2 
設計震度 kh = 0.15 
 埋立材  砂 

 = 27.5°   = 18.0kN/m2   ' = 10.0kN/m2 
 
土質条件 

裏込材  割石 
 = 40.0°   = 18.0kN/m2   ' = 10.0kN/m2 

 基礎    割石 
 = 40.0°   = 18.0kN/m2   ' = 10.0kN/m2 

 原地盤  土丹 
        シルト層  c = 3.92kN/m2   = 14.7kN/m2

        砂層      N = 0～5   = 17.6kN/m2 
摩擦係数 壁体底面と基礎との摩擦係数   = 0.6 

 

 

 

図-6.1  モデル断面図 
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表-6.2  ケーソン安定計算結果 

検討項目 
常時 地震時 

上載荷重無 上載荷重有 上載荷重無 上載荷重有

滑動安全率 2.842 ≥ 1.2 3.084 ≥ 1.2 1.093 ≥ 1.0 1.126 ≥ 1.0

転倒安全率 4.931 ≥ 1.2 5.334 ≥ 1.2 1.797 ≥ 1.1 1.819 ≥ 1.1

支持力の検討 1.757 ≥ 1.2 1.745 ≥ 1.2 1.013 ≥ 1.0 1.014 ≥ 1.0

円弧すべり  1.468 ≥ 1.2   

 

 

表-6.3  ケーソン底面反力 
 常時 地震時 

上載荷重無 上載荷重有 上載荷重無 上載荷重有

Mh (kN/m) 5458.52 5458.52 15709.58 16131.05
Mv (kN/m) 26916.92 29117.89 28234.61 29335.10
Pv (kN/m) 3267.86 3546.46 3355.70 3495.00 

B (m) 15.00 15.00 15.00 15.00 
x (m) 6.57 6.67 3.73 3.78 
e (m) 0.93 0.83 3.77 3.72 

B/6 (m) 2.50 2.50 2.50 2.50 
地盤反力分布 台形 台形 三角形 三角形 

p1 (kN/m2) 299.16 314.83 599.37 616.73 
p2 (kN/m2) 136.55 158.03 0.00 0.00 

b (m) 15.00 15.00 11.20 11.33 
q (kN/m2) 248.81 265.81 449.58 462.55 

2b' (m) 13.13 13.34 7.46 7.56 
H (kN/m) 690.01 690.01 1841.99 1862.89 

 

 

 

 

  この断面に対するケーソンの安定計算結果を表-6.2 に，

底面反力を表-6.3 に示す．これらの数値をもとに，改良

体に関する検討を実施する． 

  増深量は 2m（設計水深：−16.1m → −18.1m）とした．

増深後の断面図を図-6.3に示す．また，設計震度 kh = 0.15

（見掛けの震度 kh' = 0.30），改良体の単位体積重量 = 

22.6kN/m3（' = 12.6kN/m3），改良体底面の摩擦係数 = 0.7

（原位置改良を想定）とした． 

  (3) 円弧すべり計算による全体の安定検討 

  増深により抵抗側重量となる捨石マウンドの一部を撤

去するため，堤体の円弧すべり安全率は減少する．その

結果，必要安全率を満足しない場合は，増深するために

別途対策が必要となる．そこで，増深後の断面で常時上

載荷重有のケースについて，円弧すべり計算結果を実施

した．結果を図-6.4 に示す．増深後の円弧すべり安全率

は表-6.2 に示す増深前より低下するが必要安全率は満足

している（Fs = 1.468→1.338）．なお，ここでは円弧すべり

はビショップ法を用い，必要安全率は 1.2 としている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.3  増深後の断面図（2m 増深） 
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50



- 51 - 

 

 最小安全率 Fs min = 1.338 
 円孤の中心 X = –15.00 (m), Y = 13.00 (m) 
 半径 R = 41.79 (m) 
 抵抗モーメント MR = 221708.1 (kN·m) 
 起動モーメント MD = 165741.4 (kN·m) 

層番号 
飽和重量 
(kN/m2) 

湿潤重量 
(kN/m2) 

内部摩擦角
(˚) 

粘着力 
(kN/m2) 

粘着力の

一次係数
水平震度 鉛直震度 

1 22.60 22.60 0.00 10000.00 0.00 0.00 0.00 
2 19.23 19.23 0.00 10000.00 0.00 0.00 0.00 
3 20.00 18.00 40.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
4 20.00 20.00 40.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
5 20.00 18.00 27.50 0.00 0.00 0.00 0.00 
6 20.00 18.00 27.50 0.00 0.00 0.00 0.00 
7 15.00 15.00 0.00 4.00 0.00 0.00 0.00 
8 20.00 18.00 27.50 0.00 0.00 0.00 0.00 
9 19.00 19.00 0.00 1000.00 0.00 0.00 0.00 

 水の単位体積重量 = 10.00 (kN/m2) 

 

図-6.4  円弧すべり計算結果（増深後の断面） 

 

 

  (4) 改良範囲の設定 

  ケーソン下部で改良を要する幅を決定する目安として，

増深のためのマウンド掘削によりケーソン前趾下部に生

じる直立部が崩壊する範囲を考える．掘削は，仮想的に，

もともと直立部にあった擁壁を取り除いたと考えること

ができ，その結果，直立部には主働崩壊が発生するもの

と考えられる． 

  捨石の内部摩擦角 = 40°，壁面摩擦角 = 0°，見掛けの

震度 k' = 0.30（k = 0.15）とすると，主働崩壊角aは 51.7°

となる．従って，崩壊する範囲は図-6.5 のとおり直立部

から 1.58m 背後までとなる．そこで，ここでは，安全側

の値として，必要な改良幅を 2.0m とする． 

 

 

 

図-6.5  主働崩壊角による改良幅 
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  次に，ケーソン底面反力に対して改良体の支持力が確

保できているか確認するため，偏心傾斜荷重による改良

体内を通るすべりについて検討する． 

  改良体の許容せん断応力度aは下式で求められる． 

a
uck

2 ∙
 

  ここで，quck: 一軸圧縮強度，a: 許容せん断応力度，F: 

材料の安全率（常時 3，地震時 2）である．改良体強度は

後述する 6.2 (6)の結果より quck = 2.41MPa とする．従っ

て，a は，常時で 400kN/m2，地震時に対して 600kN/m2

となる． 

  常時及び地震時の支持力検討結果を図-6.6，図-6.7 に

示す．許容安全率を常時は 1.2 以上，地震時は 1.0 以上と

する 18)と，支持力検討結果より改良幅 2m で許容安全率を

満足していることがわかる． 

  次に，改良深さについて検討する．ケーソン直下の改

良幅を 2m に固定し，改良深さ H を変化させた（改良体

の断面形状を幅 2m，高さ Hm の矩形とした）場合のビシ

ョップ法による安全率の計算結果を表-6.4 に示す．計算

ケースは表-6.2 に示すケースのうち，安全率の最も低い

地震時の上載荷重無のケースとした． 

  計算の結果，改良深さ 5m 以上の場合に必要安全率 1.00

を満たす結果となった．改良深さ 5m の場合に最小安全率

を与える円弧を図-6.8に示す． 

 

 

表-6.4  ビショップ法による安定計算結果 

改良深さ H 安全率 
2.0m 0.871 
3.0m 0.877 
4.0m 0.949 
5.0m 1.048 
6.0m 1.155 

 

 

 
 最小安全率 Fs min = 2.538 
 円孤の中心 X = –3.00 (m), Y = 46.00 (m) 
 半径 R = 64.16 (m) 
 抵抗モーメント MR = 191316.3 (kN·m) 
 起動モーメント MD = 75374.8 (kN·m) 

層番号 
飽和重量 
(kN/m2) 

湿潤重量 
(kN/m2) 

内部摩擦角
(˚) 

粘着力 
(kN/m2) 

粘着力の

一次係数
水平震度 鉛直震度 

1 20.00 18.00 35.00 20.00 0.00 0.00 0.00 
2 22.60 22.60 0.00 400.00 0.00 0.00 0.00 

 

 

図-6.6  偏心傾斜荷重による支持力検討結果（常時） 
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図-6.6  偏心傾斜荷重による支持力検討結果（常時） 
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 最小安全率 Fs min = 1.102 
 円孤の中心 X = –6.00 (m), Y = 20.00 (m) 
 半径 R = 38.53 (m) 
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図-6.7  偏心傾斜荷重による支持力検討結果（地震時） 

 

 

 

 

 

図-6.8  改良深さ 5m のとき最小安全率を与える円弧（地震時上載荷重無） 
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図-6.7  偏心傾斜荷重による支持力検討結果（地震時） 

 

 

 

 

 

図-6.8  改良深さ 5m のとき最小安全率を与える円弧（地震時上載荷重無） 
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  (5) 改良体の安定計算 

  ここまでの検討より，改良幅 2m，改良深さ 5m とすれ

ば増深後の係船岸の安定が保たれることがわかった．次

に，改良体自体の安定について検討する． 

  縦長い矩形の改良体では改良体自体が不安定であるこ

とは明らかであるため，ここでは，図-6.9 に示すような

逆 L 字形の形状に改良することを想定した．改良体の底

面改良幅（図-6.9 で	 	としている幅）は，改良体の安定

計算により設定することとし，深層混合処理工法 19)と同

様の安定検討手法を採用することとした．設計外力の概

念は図-6.9 に示したとおりである．改良体前面の捨石マ

ウンドの受働土圧を期待できる可能性もあるが，模型振

動実験では改良体前面のマウンドの崩壊が見られたもの

もあったため（図-4.19 参照），ここでは受働土圧は考慮

しないこととした． 

  改良体前趾を支点とした外力の総括を表-6.5 に示す．

計算ケースは表-6.2 に示すケースのうち，端趾圧がもっ

とも大きい「地震時上載荷重有」とした． 

  底面改良幅を変化させた場合の安定計算結果（滑動・

転倒・端趾圧）を図-6.10に示す．滑動については改良幅

を増加させても安全率がほとんど変わらない結果となっ

た．これは外力としてケーソン底面反力 Wc及び主働土圧

PAh が支配的であり，改良体重量 Wd の摩擦抵抗への影響

が小さいためである．転倒に関しては，改良幅を増すに

したがって安全率が上昇していき，端趾圧は下がる． 

  図-6.10より，滑動及び転倒に関する安全率が必要安全

率を満たした上，端趾圧が 6.2 (6) b)で述べる最大主応

力 803kPa 以下となる改良幅 5.0m が最も適切な幅である

と考えられる．このときの各値の計算結果は以下のとお

りである． 

  ①滑動 

  Fs = 1466.47 (kN/m) × 0.7 / 913.94 (kN/m) = 1.12 > 1.0 

  ②転倒 

  Fs = 5686.92 (kN･m/m) / 3045.89 (kN･m/m) = 1.87 > 1.1 

  ③支持力 

  X = (5686.92 − 3045.89) / 1466.47 = 1.80 (m) 

  e = 5.0 / 2 − 1.80 = 0.7 (m) 

  p1 = 539.31 (kN/m2)・・・前趾 

  p2 = 47.28 (kN/m2)・・・後趾 

  (6) 改良体の必要強度の検討 

  ケーソン直下の捨石マウンドを改良することにより，

捨石マウンドの剛性は改良部・未改良部とで異なったも

のとなる．その剛性差により改良体に応力の集中が生じ

ることが懸念されるため，線型弾性解析により改良体に

生ずる内部応力の検討を実施する． 

  なお，改良体直立部への応力集中を低減させるため，

直立部の形状は係船岸の築造限界（図-6.11参照）内で角

部にハンチを設けることとした． 
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  (5) 改良体の安定計算 

  ここまでの検討より，改良幅 2m，改良深さ 5m とすれ

ば増深後の係船岸の安定が保たれることがわかった．次

に，改良体自体の安定について検討する． 

  縦長い矩形の改良体では改良体自体が不安定であるこ

とは明らかであるため，ここでは，図-6.9 に示すような

逆 L 字形の形状に改良することを想定した．改良体の底

面改良幅（図-6.9 で	 	としている幅）は，改良体の安定

計算により設定することとし，深層混合処理工法 19)と同

様の安定検討手法を採用することとした．設計外力の概

念は図-6.9 に示したとおりである．改良体前面の捨石マ

ウンドの受働土圧を期待できる可能性もあるが，模型振

動実験では改良体前面のマウンドの崩壊が見られたもの

もあったため（図-4.19 参照），ここでは受働土圧は考慮

しないこととした． 

  改良体前趾を支点とした外力の総括を表-6.5 に示す．

計算ケースは表-6.2 に示すケースのうち，端趾圧がもっ

とも大きい「地震時上載荷重有」とした． 

  底面改良幅を変化させた場合の安定計算結果（滑動・

転倒・端趾圧）を図-6.10に示す．滑動については改良幅

を増加させても安全率がほとんど変わらない結果となっ

た．これは外力としてケーソン底面反力 Wc及び主働土圧

PAh が支配的であり，改良体重量 Wd の摩擦抵抗への影響

が小さいためである．転倒に関しては，改良幅を増すに

したがって安全率が上昇していき，端趾圧は下がる． 

  図-6.10より，滑動及び転倒に関する安全率が必要安全

率を満たした上，端趾圧が 6.2 (6) b)で述べる最大主応

力 803kPa 以下となる改良幅 5.0m が最も適切な幅である

と考えられる．このときの各値の計算結果は以下のとお

りである． 

  ①滑動 

  Fs = 1466.47 (kN/m) × 0.7 / 913.94 (kN/m) = 1.12 > 1.0 

  ②転倒 

  Fs = 5686.92 (kN･m/m) / 3045.89 (kN･m/m) = 1.87 > 1.1 

  ③支持力 

  X = (5686.92 − 3045.89) / 1466.47 = 1.80 (m) 

  e = 5.0 / 2 − 1.80 = 0.7 (m) 

  p1 = 539.31 (kN/m2)・・・前趾 

  p2 = 47.28 (kN/m2)・・・後趾 

  (6) 改良体の必要強度の検討 

  ケーソン直下の捨石マウンドを改良することにより，

捨石マウンドの剛性は改良部・未改良部とで異なったも

のとなる．その剛性差により改良体に応力の集中が生じ

ることが懸念されるため，線型弾性解析により改良体に

生ずる内部応力の検討を実施する． 

  なお，改良体直立部への応力集中を低減させるため，

直立部の形状は係船岸の築造限界（図-6.11参照）内で角

部にハンチを設けることとした． 

 

 

 

 

図-6.9  想定した改良体形状と外力の概念図 

 

 

表-6.5  改良体に作用する外力 

 鉛直力 水平力 Mx My 
 (kN/m) (kN/m) (kN·m/m) (kN·m/m)
改良体重量 237.50 64.41 668.75 130.52
ケーソン底面反力 1090.45 332.55 4325.56 1662.77
主働土圧 138.52 516.97 692.61 1252.60
合計 1466.47 913.94 5686.92 3045.89

 

 

 

図-6.10  改良体安定照査結果（地震時上載荷重有） 

 

 

54



- 55 - 

  a) ケーソン反力を改良体のみで負担する場合 

  ケーソン反力の応力集中を考慮し，ケーソンの全鉛直

力が改良体に作用したと仮定した場合の改良体の必要強

度を検討する．検討は常時上載荷重有の場合と，地震時

上載有の場合について実施した． 

  改良体の内部安定計算に用いる外力の概念図を図

-6.12に示す．ここでは，ケーソン反力の応力集中を考慮

し，ケーソンの全鉛直力を改良体に作用させることとす

る．ただし，ケーソン水平力は，分担幅分のみ考慮する． 

  改良体に生ずる応力を線形弾性解析によって求める．

改良体の弾性係数は深層混合処理工法と同様の E = 500qu

とし 19)，捨石マウンドの弾性係数は過去の調査 20)により

求められた下限値に近い値であるE = 3500kN/m2を用いた．

計算に使用したパラメータを表-6.6 に示す．また，検討

モデルを図-6.13に示す．さらに，計算により得られた改

良体に生ずる最大主応力図及び最大せん断応力図を図

-6.14～図-6.15に示す． 

  次に計算により得られた最大主応力，最大せん断応力

より，改良体の必要強度を求める．ここでは，深層混合

処理工法 19)と同様の考え方を用いて検討を行う． 

  ①改良体の圧縮強度 

quck ≥ c·F 

  ここで quck：設計基準強度，c：圧縮応力度，F：材料

の安全率（常時 3，地震時 2）である．c として計算によ

り得られた最大主応力（図-6.13参照）を代入することに

より，常時 quck ≥ 5.41MPa，地震時 quck ≥ 3.55MPa が得ら

れる． 

  ②改良体の圧縮強度 

quck ≥ 2··F 

  ここで：せん断断応力度である．として計算により得

られた最大せん断応力（図-6.14参照）を代入することに

より，常時 quck ≥ 5.41MPa，地震時 quck ≥ 3.55MPa が得ら

れる． 

  以上より，ケーソン全重量が改良体に作用する場合に

は，改良体の必要強度として 5.41MPa 以上の設計基準強

度が必要となることが分かる． 

 

 

 

図-6.11  岸壁の築造限界 18) 

 

ケース 1（常時上載有） 

 

 

ケース 2（地震時上載有） 

 

図-6.12  設計外力概念図 

 

表-6.6  入力パラメータ 

要素 
E 

(kN/m2)  quck 
(MPa) 


(°) 

 ' 
(kN/m3)

改良体 3000000 0.33 6.00  12.6 
マウンド 3500 0.33  40 10.0 
砂岩ズリ 7000 0.33  40 10.0 

築
造
限
界
線

係
船
岸

法
線計画水深

0.3m
20°

70°

b

b；防舷材圧縮時の法線からの高さ
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ケース 1（常時上載有） 

 

 

ケース 2（地震時上載有） 

 

図-6.13  検討モデル図 

 

 

ケース 1（常時上載有）: max = 1.803MPa 

 

 

ケース 2（地震時上載有）: max = 1.776MPa 

 

図-6.14  最大主応力図 
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ケース 1（常時上載有）: max = 0.767MPa 

 

 

ケース 2（地震時上載有）: max = 0.765MPa 

 

図-6.15  最大せん断応力図 

 

 

 

図-6.16  検討モデル図 

 

 

  b) 剛な要素でケーソンを模擬する場合 

  ケーソン反力を改良体のみで負担するケースは，マウ

ンドの未改良部からの反力を無視した計算であり，安全

側の検討である．ここでは，マウンド上にケーソンを模

擬した剛な梁要素ケーソンを設置し，底面反力が改良体

にどの程度集中するかの検討を行った．計算は常時上載

荷重有の場合について実施した．検討モデルを図-6.16に，

使用したパラメータを表-6.7 に示す．また，計算により

得られた改良体に生ずる最大主応力図及び最大せん断応

力図を図-6.17～図-6.18に示す． 

  計算により得られた最大主応力（0.803MPa），最大せん

断応力（0.304MPa）より，a) の場合と同様に改良体の必

要強度を求めると，常時 quck ≥ 2.41MPa，地震時 quck ≥ 

1.82MPa が得られる．従って，この検討結果によると，改

良体の必要強度として，2.41MPa 以上の設計基準強度が必

要となる． 
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  (7) まとめ 

  従来から用いられている改良体を剛体と見なす考え方

に基づき，モデル断面を 2m 増深した場合の検討を行った．

検討の結果に基づいて得られた断面を図-6.19に示す．こ

の検討の妥当性は次節でさらに検証する． 

 

 

表-6.7  入力パラメータ 

要素 
E 

(kN/m2)  quck 
(MPa) 


(°) 

 ' 
(kN/m3)

改良体 1205000 0.33 2.41  12.6 
マウンド 3500 0.33  40 10.0 
砂岩ズリ 7000 0.33  40 10.0 

 

 

図-6.17  最大主応力図（max = 0.803MPa） 

 

 

図-6.18  最大せん断応力図（max = 0.304MPa） 

 

 

図-6.19  2m 増深後の断面 
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図-6.19  2m 増深後の断面 
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  6.3  モデル断面に対する有効応力解析 

  (1) 検討概要 

  モデル断面を 2m 増深した断面について，6.2で静的な

検討を行った．ここでは，レベル 1 地震動に対する有効

応力解析を実施することにより，6.2で実施した検討結果

の妥当性を検証する．また，参考までにレベル 2 地震動

に対しても有効応力解析を実施する． 

  図-6.20に解析対象とする岸壁構造を示す．解析プログ

ラムは運輸省港湾技術研究所（当時）で開発された 2 次

元動的有効応力解析プログラム FLIP を使用する．構成則

及び非線形反復計算法は従来法 21)を適用した．使用した

プログラムのバージョンは 7.2.3 である． 

  本検討では，表-6.8 に示す 4 つのケースについて解析

する．レベル 1 地震動，レベル 2 地震動のいずれについ

ても，モデル断面と増深後の断面に対する動的解析を実

施することにより，新工法の適用性を確認する． 

  解析に使用したレベル 1 地震動とレベル 2 地震動を地

震動を図-6.21及び図-6.22に示す． 

 

表-6.8  解析ケース 

ケース 地震動 検討断面 
CASE-L1-1 レベル 1 モデル断面 
CASE-L1-2 レベル 1 増深後の断面 
CASE-L2-1 レベル 2 モデル断面 
CASE-L2-2 レベル 2 増深後の断面 

 

 

 

モデル断面 

 

 

増深後の断面 

 

図-6.20  岸壁構造モデル 
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表-6.8  解析ケース 

ケース 地震動 検討断面 
CASE-L1-1 レベル 1 モデル断面 
CASE-L1-2 レベル 1 増深後の断面 
CASE-L2-1 レベル 2 モデル断面 
CASE-L2-2 レベル 2 増深後の断面 

 

 

 

モデル断面 

 

 

増深後の断面 

 

図-6.20  岸壁構造モデル 
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図-6.21  レベル 1 地震動 

 

 

図-6.22  レベル 2 地震動 

 

  (2) FLIP に用いるパラメータの設定 

  a) 地盤 

  地盤はマルチスプリング要素として設定した．FLIP の

マルチスプリング要素では，土のせん断応力～せん断ひ

ずみの非線形関係を多重せん断ばねモデル 22)で表現し，

過剰間隙水圧モデルとしては井合モデル 23)が採用されて

おり，主に動的変形特性に関するパラメータと液状化特

性に関するパラメータが必要となる．表-6.9に FLIP に用

いるパラメータの一覧を示す． 

  本解析では，N 値と関連付けてパラメータを設定する簡

易設定法 21)により，FLIP に用いるパラメータの設定を行

う．しかしながら，一部，N 値が得られていない土層もあ

り，実績や仮定をもとにパラメータを設定していく必要

がある．以下，パラメータの設定方法について記述する． 

  ①原地盤砂質土 

  原地盤の砂質土については，N = 5 として簡易設定法 21)

により FLIP に用いるパラメータを設定する 

  ②原地盤シルト 

  岸壁前面のシルトについては，c = 3.92kN/m2 から簡易

設定法 21)により FLIP に用いるパラメータを設定する． 

  一方，岸壁背面のシルトは，埋立土の影響を受けて強

度増加しているものと考えられるため，岸壁前面と異な

ったパラメータを設定する．強度増加率 m = 0.375 に相当

するせん断抵抗角f' = 30°をもとに，次式から粘着力 c を

算出し，簡易設定法 21)により FLIP に用いるパラメータを

設定する． 

c = m' sin f' 

  ③埋立土 

  埋立土については，せん断抵抗角= 27.5°とし，以下に

示す Dunham 式 25)より N 値を設定し，簡易設定法 21)によ

り FLIP に用いるパラメータを設定する． 

√12 15（丸い粒子で粒径が一様な場合） 

15 12 

  なお，液状化対策を実施している範囲については，液

状特性に関するパラメータを設定しないことで非液状化

材として取り扱う．また，埋立土については，細粒分含

有率 Fc = 10%を仮定する． 

 

 

表-6.9  FLIP に用いるパラメータ一覧 24) 

種    別 項    目 記号 単位 備    考 

物理特性 
湿潤密度 t t/m2  
間隙率 n   

動的変形特性 

基準有効拘束圧力 ma' kN/m2  
基準初期せん断弾性係数 Gma kN/m2  
基準初期体積弾性係数 Kma kN/m2  

初期せん断弾性係数の 
有効拘束圧依存性の指数 

mG  ma
m′

ma′

G

 

初期体積弾性係数の 
有効拘束圧依存性の指数 

mK  ma
m′

ma′

K

 

粘着力 c kN/m2  
せん断抵抗角 f °  
最大減衰 hmax   

液状化特性 

変相角 P °  
 S1   
 w1   
 p1   
 p2   
 c1   
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図-6.21  レベル 1 地震動 

 

 

図-6.22  レベル 2 地震動 
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  ④捨石マウンド，裏込石，砂岩ずり 

  捨石マウンド及び裏込石については，表-6.10に示す値

をもとに FLIP に用いるパラメータを設定する．砂岩ずり

については，便宜的に裏込石相当のパラメータとするが，

せん断抵抗角については，既存の研究成果 27),28)より得ら

れた排水せん断抵抗角の平均値d = 38°をせん断抵抗角f' 

= 38°として設定した． 

  表-6.11 及び表-6.12 に FLIP に用いた地盤のパラメー

タを示す． 

  b) ケーソン，フーチング，上部工，改良体 

  ケーソン，フーチング，上部工及び改良体は線形平面

要素として設定した．FLIP に用いるパラメータとしては，

設計基準強度 fck' = 24N/mm2に対応する一般的な値を用い

ることとする．改良体に対しても同様の値を用いること

とする．使用したパラメータを表-6.13に示す 

  c) ジョイント要素 

  ケーソンの背面及び底面，改良体の側面及び底面には，

滑り及び剥離を考慮するため，各境界にジョイント要素

を設定した．FLIP に用いるパラメータは，設計事例集 26)

を参考に設定する．図-6.23にジョイント要素の概念図を，

表-6.13に FLIP に用いたパラメータを示す． 

 

 

 

 

 

表-6.10  捨石のモデル化における推奨方法 26) 

モデル化の項目 モデル化の方法 
せん断抵抗角 c = 20 (kN/m2)，f' = 35° 
最大減衰定数 hmax = 0.2～0.3 
初期せん断剛性 マウンド Vs = 300 (m/s) 
水の体積弾性係数 Kf = 2.2×10-4 (kN/m2) 以下の小さな値

 

 

表-6.13 ケーソン，フーチング，上部工，改良体のパラ

メータ（線形平面要素） 

 

 

 

表-6.14  捨石のモデル化における推奨方法 26) 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.23  ジョイント要素の概念図 
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フーチング 岸壁 -14.1m ～ -16.1m 2.354 2.50E+07 0.17

上部工 岸壁 +4.0m ～ +2.0m 2.300 2.50E+07 0.17

改良体 マウンド -16.1m ～ 2.300 2.25E+07 0.17

ポアソン比

(D.L.m)
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  (3) 解析モデル 

  図-6.24及び図-6.25に解析モデル図を示す．解析モデ

ルは，岸壁法線より海側，陸側ともに約 150m の範囲を対

象とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.24  解析モデル図（モデル断面: CASE-L1-1，CASE-L2-1） 

 

 

 

 

 

 

図-6.25  解析モデル図（増深後の断面: CASE-L1-2，CASE-L2-2） 
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  (4) レベル 1 地震動に対する解析結果 

  a) 変位，加速度，過剰間隙水圧比 

  解析により得られた変位，加速度，過剰間隙水圧比コ

ンターを図-6.26，図-6.27に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.26  CASE-L1-1（レベル 1 地震動，モデル断面）の解析結果 
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図-6.26  CASE-L1-1（レベル 1 地震動，モデル断面）の解析結果 

X
=
-
1
0
m

岸
壁
天

端
X
=
-
1
0
m

X
=
-
1
0
m

最
大

最
大

最
大

最
大

X
=
-
1
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

岸
壁
天

端
U
x(
m
)

U
y(
m
)

θ
(°

)
X
=
+
1
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

X
=
+
5
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

残
留

-
0
.1
2
9

0
.0
0
8

残
留

-
0
.3
3

-
0
.0
7
1

-
0
.4
9

残
留

-
0
.3
3
5

-
0
.0
2
5

残
留

-
0
.1
3
2

-
0
.1
8
2

最
大

-
0
.1
3
1

0
.0
0
9

最
大

-
0
.3
3
5

-
0
.0
7
6

-
0
.4
9
6

最
大

-
0
.3
4

-
0
.0
2
6

最
大

-
0
.1
7
5

-
0
.1
8
4

応
答
加
速
度

(G
al
)

1
6
6
.4

応
答
加
速
度
(G

al
)

1
8
6
.1

応
答

加
速
度
(G
al
)

2
1
5
.7

応
答
加
速

度
(G
al
)

2
1
6
.7

‐2
50

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
005010
0

15
0

20
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=‐
1
0m

‐3
00

‐2
00

‐1
000

10
0

20
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=0
m

‐3
00

‐2
00

‐1
000

10
0

20
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=+
1
0m

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
005010
0

15
0

20
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=+
5
0m

‐3
.0
%

‐2
.5
%

‐2
.0
%

‐1
.5
%

‐1
.0
%

‐0
.5
%

0
.0
%

0
2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

1
6
0

1
8
0

せん断ひずみγXY(%)

経
過

時
間

t 
(s
)

砂
岩
ず
り

過
剰
間

隙
水
圧
比
コ
ン
タ
ー

- 64 - 

264 64



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.27  CASE-L1-2（レベル 1 地震動，増深後の断面）の解析結果 
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図-6.27  CASE-L1-2（レベル 1 地震動，増深後の断面）の解析結果 
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  b) 改良体発生応力 

  図-6.28に，解析により得られた改良体に生ずる応力を

示す（引張りを正として表示）． 

 

 

 

 

 

 

図-6.28  CASE-L1-2（レベル 1 地震動，増深後の断面）の改良体発生応力 
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  c) レベル 1 地震動に対する解析結果の比較 

  モデル断面と増深後の断面の変位ベクトルを図-6.29

に，せん断ひずみコンターを図-6.30に示す． 
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  c) レベル 1 地震動に対する解析結果の比較 

  モデル断面と増深後の断面の変位ベクトルを図-6.29

に，せん断ひずみコンターを図-6.30に示す． 
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  d) レベル 1 地震動に対する解析結果 

  ここまでに示したレベル 1 地震動に対する解析結果か

ら以下のようなことが読み取れる． 

・ レベル 1 地震動に対しては，モデル断面より増深後の

断面の方が，岸壁天端の変位及び傾斜，地震応答加速

度が，若干抑制される． 

・ 改良体で発生するせん断応力は，最大 520kN/m2 程度

であった．これは，改良体強度（qu/2）1250kN/m2以下

であり，安全率は 2.4 程度である． 

・ 改良体の一部では，50kN/m2 程度の引張応力が生じた．

これは，改良体強度 1250kN/m2に対して 1/25 程度であ

った．なお，引張応力が生じる位置は，改良体上面の

折れ点付近である． 

・ 砂岩ずり内のせん断ひずみは，新工法により増深する

ことで抑制する効果が確認できた． 

・ 増深後の断面は，改良体がケーソン下部のせん断変形

を抑制し，地表面部の変形を小さくする．改良体に生

じるせん断応力は 520kN/m2 程度であり，地震時の設

計安全率 2.0 を満足するが，一部で引張応力が生じる．

しかしながら，引張応力の大きさはせん断応力の 1/25

程度であり，コンクリートの場合は，引張強度が圧縮

強度の 1/10～1/13 程度であることを考慮すると，問題

ないものと思われる． 

  以上のことから 6.2 で行った検討により得られた断面

は妥当であるものと考えられる．また，改良体の設計基

準強度 quckは 6.2 (6) で求められた 2.41MPa で十分であ

ると考えられる． 
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  (5) レベル 2 地震動に対する解析結果 

  a) 変位，加速度，過剰間隙水圧比 

  解析により得られた変位，加速度，過剰間隙水圧比コ

ンターを図-6.31，図-6.32に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.31  CASE-L2-1（レベル 2 地震動，モデル断面）の解析結果 

 

X
=
-
1
0
m

岸
壁
天
端

X
=
-
1
0
m

X
=
-
1
0
m

最
大

最
大

最
大

最
大

X
=
-
1
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

岸
壁
天
端

U
x(
m
)

U
y(
m
)

θ
(°

)
X
=
+
1
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

X
=
+
5
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

残
留

-
1
.8
9
1

0
.1
3
4

残
留

-
3
.8
6
1

-
1
.0
2
3

-
4
.7
4
7

残
留

-
3
.9
4
1

-
0
.4
8
5

残
留

-
2
.2
3
3

-
2
.0
4
1

最
大

-
1
.8
9
7

0
.1
5

最
大

-
3
.8
8

-
1
.0
9
2

-
4
.7
8
6

最
大

-
3
.9
6
1

-
0
.5
3
1

最
大

-
2
.2
3
3

-
2
.0
4
6

応
答
加
速
度
(G

al
)

1
8
0
.8

応
答

加
速
度
(G
al
)

2
0
4
.1

応
答
加

速
度
(G
al
)

4
2
0
.4

応
答
加
速
度

(G
al
)

4
2
2
.4

‐2
50

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
005010
0

15
0

0
10
0

20
0

30
0

40
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=‐
1
0m

‐5
00

‐4
00

‐3
00

‐2
00

‐1
000

10
0

20
0

30
0

0
10
0

20
0

30
0

40
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=0
m

‐5
00

‐4
00

‐3
00

‐2
00

‐1
000

10
0

20
0

30
0

0
10
0

20
0

30
0

40
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=+
1
0m

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
005010
0

15
0

20
0

0
10
0

20
0

30
0

40
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=+
5
0m

‐5
0
.0
%

‐4
5
.0
%

‐4
0
.0
%

‐3
5
.0
%

‐3
0
.0
%

‐2
5
.0
%

‐2
0
.0
%

‐1
5
.0
%

‐1
0
.0
%

‐5
.0
%

0
.0
%

0
2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

1
6
0

1
8
0

せん断ひずみγXY(%)

経
過

時
間

t 
(s
)

砂
岩
ず
り

過
剰
間
隙

水
圧
比
コ
ン
タ
ー

- 70 - 

4

  (5) レベル 2 地震動に対する解析結果 

  a) 変位，加速度，過剰間隙水圧比 

  解析により得られた変位，加速度，過剰間隙水圧比コ

ンターを図-6.31，図-6.32に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.31  CASE-L2-1（レベル 2 地震動，モデル断面）の解析結果 
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図-6.32  CASE-L2-2（レベル 2 地震動，増深後の断面）の解析結果 
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図-6.32  CASE-L2-2（レベル 2 地震動，増深後の断面）の解析結果 
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  b) 改良体発生応力 

  図-6.33に，解析により得られた改良体に生ずる応力を

示す（引張りを正として表示）． 

 

 

 

 

 

 

図-6.33  CASE-L2-2（レベル 2 地震動，増深後の断面）の改良体発生応力 
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示す（引張りを正として表示）． 
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  c) レベル 2 地震動に対する解析結果の比較 

  モデル断面と増深後の断面の変位ベクトルを図-6.34

に，せん断ひずみコンターを図-6.35に示す． 
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  d) レベル 2 地震動に対する解析結果 

  ここまでに示したレベル 2 地震動に対する解析結果か

ら以下のようなことが読み取れる． 

・ レベル 2 地震動に対しては，モデル断面より増深後の

断面の方が，岸壁天端の水平変位が若干増加すること

がわかった．しかしながら，鉛直変位，傾斜及び地震

応答加速度は若干抑制される． 

・ 改良体で発生するせん断応力は，最大 900kN/m2 程度

であった．これは，改良体強度（qu/2）1250kN/m2 以下

であるが，安全率は 1.4 程度となる． 

・改良体の一部では，200kN/m2 程度の引張応力が生じた．

これは，改良体強度 1250kN/m2 に対して 1/6 程度であ

った．なお，引張応力が生じる位置は，改良体上面付

近である． 

・ 砂岩ずり内のせん断ひずみは，新工法により増深する

ことで，抑制することができる． 

・ 増深後の断面は，改良体がケーソン下部のせん断変形

を抑制するが，改良体全体が海側かつ鉛直下向きに変

位することで，地表面の水平変位が大きくなる．これ

は，ジョイント要素を配置したことや捨石が改良体全

体の変形に抵抗できず，改良体周辺の捨石が集中的に

変形したことが，岸壁全体が前出ししたと要因と思わ

れる．改良体に生じるせん断応力は 900kN/m2 程度で

あり，地震時の設計安全率 2.0 を下回る．また，改良

体強度の 1/6 程度の引張応力が改良体上面で生じ，改

良体は破壊すると思われる． 

  (6) 改良形状の違いによる改良効果の検討 

  改良形状を変化させた場合の改良効果の違いを把握す

るため，追加の数値解析を実施した．対象とする入力波

形は，レベル 1 地震動（図-6.21参照）とした．検討ケー

スを表-6.14に示す．フーチング直下の直立部の改良幅は

一定とし，改良底面幅及び改良深さを変化させた 4 ケー

スを比較検討した．検討断面を図-6.36及び図-6.37に示

す．FLIP に用いたパラメータは 6.3 (2) と同様とした． 

 

 

表-6.14  追加検討ケース 

ケース 
改良体形状 

改良底面幅 改良深さ 
CASE-std 5.0m 5.0m 
CASE-A 2.7m 2.0m 
CASE-B 2.7m 5.0m 
CASE-C 5.0m 8.9m 

 

 

 

 

 

 

 

CASE-std（改良底面幅 5.0m，改良深さ 5.0m）の増深後の断面図 

 

図-6.36  検討ケース断面図（1） 
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CASE-A（改良底面幅 2.7m，改良深さ 2.0m）の増深後の断面図 

 

CASE-B（改良底面幅 2.7m，改良深さ 5.0m）の増深後の断面図 

 

CASE-C（改良底面幅 5.0m，改良深さ 8.9m）の増深後の断面図 

 

図-6.37  検討ケース断面図（2） 
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CASE-A（改良底面幅 2.7m，改良深さ 2.0m）の増深後の断面図 

 

CASE-B（改良底面幅 2.7m，改良深さ 5.0m）の増深後の断面図 

 

CASE-C（改良底面幅 5.0m，改良深さ 8.9m）の増深後の断面図 

 

図-6.37  検討ケース断面図（2） 
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  a) 変位，加速度，過剰間隙水圧比 

  解析により得られた変位，加速度，過剰間隙水圧比コ

ンターを図-6.38～図-6.41に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.38  CASE-std（改良底面幅 5.0m，改良深さ 5.0m）の解析結果 
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図-6.38  CASE-std（改良底面幅 5.0m，改良深さ 5.0m）の解析結果 
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図-6.39  CASE-A（改良底面幅 2.7m，改良深さ 2.0m）の解析結果 
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図-6.39  CASE-A（改良底面幅 2.7m，改良深さ 2.0m）の解析結果 
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図-6.40   CASE-B（改良底面幅 2.7m，改良深さ 5.0m）の解析結果 

 

 

X
=
-
1
0
m

岸
壁
天
端

X
=
-
1
0
m

X
=
-
1
0
m

最
大

最
大

最
大

最
大

X
=
-
1
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

岸
壁
天
端

U
x(
m
)

U
y(
m
)

θ
(°

)
X
=
+
1
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

X
=
+
5
0
m

U
x(
m
)

U
y(
m
)

残
留

-
0
.1

0
.0
2
4

残
留

-
0
.3
6
8

-
0
.0
7
3

-
0
.4
5
9

残
留

-
0
.3
7
2

-
0
.0
3
7

残
留

-
0
.1
6
1

-
0
.2
0
2

最
大

-
0
.1
0
1

0
.0
2
6

最
大

-
0
.3
7
3

-
0
.0
7
7

-
0
.4
6
3

最
大

-
0
.3
7
8

-
0
.0
3
9

最
大

-
0
.1
9
3

-
0
.2
0
4

応
答
加
速
度
(G
al
)

1
6
5
.9

応
答
加

速
度
(G
al
)

1
7
1
.5

応
答
加
速

度
(G
al
)

1
8
2
.2

応
答
加
速
度

(G
al
)

1
8
3
.0

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
0050

10
0

15
0

20
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=‐
1
0m

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
00

5010
0

15
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=0
m

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
00

5010
0

15
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=+
1
0m

‐2
00

‐1
50

‐1
00‐5
005010
0

15
0

20
0

0
50

10
0

15
0

20
0

地震応答加速度(Gal)

経
過

時
間
t 
(s
)

X
=+
5
0m

‐2
.5
%

‐2
.0
%

‐1
.5
%

‐1
.0
%

‐0
.5
%

0
.0
%

0
2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

1
6
0

1
8
0

せん断ひずみγXY(%)

経
過

時
間

t 
(s
)

砂
岩

ず
り

最
大
せ
ん
断
ひ
ず
み
分
布

（
変
形

ス
ケ
ー
ル
×
5）

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

8
0
0

9
0
0

最大せん断応力τmax (kN/m2)

要
素

2
6
83

要
素

2
68
4

要
素

2
6
85

要
素

2
70
0

要
素

2
7
02

要
素

2
72
1

要
素

2
7
22

要
素

2
72
3

要
素

2
7
38

要
素

2
74
0

要
素

2
7
59

要
素

2
76
0

要
素

2
7
61

要
素

2
76
2

要
素

2
7
63

最
小

値
最
大

値

τ=
(q
/2
)/
2=
62
5k
N
/m

2
‐1
00
0

‐8
0
0

‐6
0
0

‐4
0
0

‐2
0
0 0

2
0
0

平均有効応力σ' (kN/m2)

要
素

2
6
8
3

要
素

2
6
8
4

要
素

2
6
8
5

要
素

2
7
0
0

要
素

2
7
0
2

要
素

2
7
2
1

要
素

2
7
2
2

要
素

2
7
2
3

要
素

2
7
3
8

要
素

2
7
4
0

要
素

2
7
5
9

要
素

2
7
6
0

要
素

2
7
6
1

要
素

2
7
6
2

要
素

2
7
6
3

最
小
値

最
大
値

- 79 - 

9

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.40   CASE-B（改良底面幅 2.7m，改良深さ 5.0m）の解析結果 
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図-6.41  CASE-C（改良底面幅 5.0m，改良深さ 8.9m）の解析結果 
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図-6.41  CASE-C（改良底面幅 5.0m，改良深さ 8.9m）の解析結果 
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  b) 改良効果の検証 

  図-6.42に改良形状の拡大図を示す．また，表-6.15に

各ケースの岸壁天端の変位と傾斜を示す．改良形状によ

り，相対的に以下の 2 種類の傾向に分類することができ

る． 

①改良底面幅が小さく，岸壁天端の変位と傾斜が相対的

に大きいもの．（CASE-A，CASE-B） 

②改良底面幅が大きく，岸壁天端の変位と傾斜が相対的

に小さいもの．（CASE-std，CASE-C） 

  また，表-6.16に各ケースの改良体内部に生じる応力を

示す．改良体のせん断強度 625kN/m2 を上限値と考えれば，

改良体形状により，以下の 2 種類の傾向に分類すること

ができる． 

①改良体のせん断強度 625kN/m2 を下回るもの．

（CASE-std，CASE-A） 

②改良体のせん断強度 625kN/m2を上回るもの．（CASE-B，

CASE-C） 

  これらの傾向から，増深の改良効果メカニズムを，図

-6.43に示すフローで考察することができる． 

 

 

表-6.15  岸壁天端の変位と傾斜 

検討ケース 水平変位 (m) 鉛直変位 (m) 傾斜 (°) 
CASE-std -0.29 -0.05 0.34 
CASE-A -0.35 -0.07 0.46 
CASE-B -0.37 -0.07 0.46 
CASE-C -0.24 -0.03 0.27 

 

 

表-6.16  改良体の内部応力（最大値） 

 
最大せん断応力の 
最大値 (kN/m2) 

平均有針応力の最

大値(kN/m2) 
CASE-std 526 611 
CASE-A 396 369 
CASE-B 803 783 
CASE-C 1250 1202 

 

 

 

 CASE-std CASE-A CASE-B CASE-C 

 

図-6.42  追加解析ケースの改良部拡大図 

 

 

図-6.43  増深の改良効果メカニズム 
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  変形量の大小は，改良形状に起因するものと思われる．

各ケースの解析結果に示したせん断ひずみコンターによ

れば（図-6.38～図-6.41 参照），CASE-std 及び CASE-C

は改良体前面のせん断ひずみが 5%程度であるのに対して，

CASE-A 及び CASE-B では 8～10%程度である．つまり，

改良幅をある程度大きくすることでケーソンの安定性が

向上すると考えられる． 

  一方，改良体内部応力の大小については，応力分散の

始点となる改良底面幅と改良体底面下の捨石の層厚が関

連しているものと思われる．応力分散範囲が広範囲かつ

捨石の層厚が厚いほど，改良体内部に生じた応力は捨石

に分散され（図-6.44，図-6.45参照），改良体の内部応力

は小さくなると考えられる． 

 

 

 

 

CASE-std（改良底面幅 5.0m，改良深さ 5.0m） 

 

 
CASE-A（改良底面幅 2.7m，改良深さ 2.0m） 

 

 

CASE-B（改良底面幅 2.7m，改良深さ 5.0m） 

 

図-6.44  動的解析後の平均有効応力コンター（−: 圧縮，+: 引張）（1/2） 
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CASE-C（改良底面幅 5.0m，改良深さ 8.9m） 

 

図-6.45  動的解析後の平均有効応力コンター（−: 圧縮，+: 引張）（2/2） 

 

 

  6.4  遠心模型振動実験モデルの有効応力解析 

  (1) 検討概要 

  遠心模型振動実験モデルについて FLIP を用いた事後解

析を行い，応答変位及び応答加速度の解析での再現性の

検討を行う．実験の詳細は 4.3 を参照されたい．遠心模

型振動実験のモデルを図-6.46に，表-6.17に地盤条件等

を示す． 

  解析は，主に捨石マウンドの FLIP に用いるパラメータ

を変えた 3 パターンについて実施した．捨石のモデル化

について，既往の研究では材として評価するモデルと

c-材として評価するモデルの 2 つ検討されている 29)．こ

こでは，両モデルでの解析を行った後，実験結果に対し

てパラメータフィッティングした解析を行った．解析の

パターンは表-6.18のとおりである． 

  パターン 1 の解析後，実験で大きな滑動量が発生した

Case3 及び Case4 は FLIP による解析では，再現すること

が難しいと判断されたため，パターン 2 及びパターン 3

では Case1 及び Case2 のみの解析とした．各解析パターン

毎の解析ケースを表-6.19に，各解析ケースにおける改良

部の形状を図-6.47に示す． 

 

 

表-6.17  遠心模型振動実験モデルの地盤条件 

項    目 仕    様 
基礎地盤 
背後地盤 

相馬硅砂 6 号，相対密度 90% 

捨石マウンド 粒径 4.75～9.5mm 砕石 
ケーソン L120×H180×B195(mm) 密度 2.1g/cm3 
改良体 セメント及び砂を用いて作製 
水 脱気水 

 

 

 

図-6.46  遠心模型振動実験モデルの概要図 

 

表-6.18  解析パターン 

解析パターン 解析モデルの特徴 
パターン 1 捨石マウンド: 材 

パターン 2 
捨石マウンド: c-材 
ジョイント要素に個別レーレー減衰を適用 

パターン 3 
捨石マウンド: パラメータフィッティング 
改良体周辺にジョイント要素を設置 

 

表-6.19  解析ケース 

解析パターン 解析ケース 改良体形状 

パターン 1 

Case1 未改良 
Case2 浮型改良 
Case3 着底型改良 
Case4 増深部のみ改良 

パターン 2 
Case1 未改良 
Case2 浮型改良 

パターン 3 
Case1 未改良 
Case2 浮型改良 

83
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CASE-C（改良底面幅 5.0m，改良深さ 8.9m） 

 

図-6.45  動的解析後の平均有効応力コンター（−: 圧縮，+: 引張）（2/2） 
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  解析は，主に捨石マウンドの FLIP に用いるパラメータ

を変えた 3 パターンについて実施した．捨石のモデル化
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c-材として評価するモデルの 2 つ検討されている 29)．こ
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Case3 及び Case4 は FLIP による解析では，再現すること
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毎の解析ケースを表-6.19に，各解析ケースにおける改良

部の形状を図-6.47に示す． 

 

 

表-6.17  遠心模型振動実験モデルの地盤条件 

項    目 仕    様 
基礎地盤 
背後地盤 

相馬硅砂 6 号，相対密度 90% 

捨石マウンド 粒径 4.75～9.5mm 砕石 
ケーソン L120×H180×B195(mm) 密度 2.1g/cm3 
改良体 セメント及び砂を用いて作製 
水 脱気水 

 

 

 

図-6.46  遠心模型振動実験モデルの概要図 

 

表-6.18  解析パターン 

解析パターン 解析モデルの特徴 
パターン 1 捨石マウンド: 材 

パターン 2 
捨石マウンド: c-材 
ジョイント要素に個別レーレー減衰を適用 

パターン 3 
捨石マウンド: パラメータフィッティング 
改良体周辺にジョイント要素を設置 

 

表-6.19  解析ケース 

解析パターン 解析ケース 改良体形状 

パターン 1 

Case1 未改良 
Case2 浮型改良 
Case3 着底型改良 
Case4 増深部のみ改良 

パターン 2 
Case1 未改良 
Case2 浮型改良 

パターン 3 
Case1 未改良 
Case2 浮型改良 

83



- 84 - 

 

 Case1（未改良） Case2（浮型改良） 

 

 Case3（着底型改良） Case4（増深部のみ改良） 

 

図-6.47  各解析モデルの改良部の形状 

 

  (2) 解析パターン１ 

  a) 概要 

  解析では模型実験モデル（1/50 縮尺）を実規模に置き

換えてモデル化を行った．解析プログラムは，2 次元動的

有効応力解析プログラム FLIP version7.1.3 を使用した．境

界条件は，側方境界は鉛直ローラーとし，底面境界につ

いては水平・鉛直方向固定とした． 

  b) FLIP に用いるパラメータの設定 

  ①地盤 

  地盤はマルチスプリング要素で定義する．FLIP のマル

チスプリング要素では，主に動的変形特性に関するパラ

メータと液状化特性に関するパラメータに大別される． 

木下ら 30)を参考に，相馬珪砂 6 号（Dr = 90%）の地盤及び

マウンドのパラメータを設定した．本検討では，すべて

の土層について液状化特性を考慮せずパラメータの設定

を行った．使用したパラメータを表-6.20に示す． 

 

  ②ケーソン及び改良体 

  ケーソン及び改良体については剛体とし，線形平面要

素として設定した．使用したパラメータを表-6.21に示す． 

  ③ジョイント要素 

  ケーソン周辺において滑り及び剥離を考慮するため，

各境界にジョイント要素を設定した．ケーソン底面とマ

ウンドはケーソン（鋼製）と礫との摩擦係数として 0.4 を

採用し，ケーソン側面と砂地盤は壁面摩擦角の通常の値

として， = 15°の値を採用した．ジョイント要素に設定し

たパラメータを表-6.22に示す． 

  c) メッシュ分割 

  原則として，加振周波数が地中を通過できるように要

素高さを決定する．要素高さHの決定には次式を用いる． 

H ≤ Vs / (5 f ) 

ここに，f : 解析で対象とする振動数の上限，Vs: せん断波

速度である． 

  後で述べるとおり，入力加速度の周波数が 2Hz である

から，f = 2Hz とする．このとき，要素最大高さは地盤の

せん断波速度のみに比例する．そのため，Vs は加振中に

最も剛性が低下したときのせん断波速度を用いる．その

低下程度は非液状化地盤で1/√10，液状化地盤で1/√50と

する．本検討では非液状化層と設定しているので，1/√10

を採用する．背後地盤のせん断波速度は表-6.20に示した

とおりであるから，最大要素高さの最小値は 5.4m である．

なお，ここでは，応力集中等による要素分割を考慮して，

要素高さを最大 1m とした． 

 

表-6.21  ケーソン及び改良体のパラメータ 

 
 

 

表-6.20  地盤及びマウンドのパラメータ（マルチスプリング要素） 
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間隙率
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 Case1（未改良） Case2（浮型改良） 

 

 Case3（着底型改良） Case4（増深部のみ改良） 

 

図-6.47  各解析モデルの改良部の形状 
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表-6.32  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.33  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -32.4 -27.1 1.20 -15.7 -4.9 3.20

ケーソン上部 -32.5 -47.3 0.69 - - -

ケーソン下部 -33.0 -45.8 0.72 - - -

改良体天端 -33.1 -12.3 2.69 -15.7 -7.4 2.12

ケーソン海側 - - - -15.8 -11.8 1.34

ケーソン陸側 - - - -16.1 -14.5 1.11

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -26.8 -44.6 0.60

背後地盤
（陸側）

- - - -18.8 -44.6 0.42

水平変位 鉛直変位

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -41.4 -73.8 0.56 -20.7 -17.2 1.20

ケーソン上部 -41.6 -70.0 0.59 - - -

ケーソン下部 -42.0 -63.0 0.67 - - -

改良体天端 -42.4 -24.6 1.72 -20.7 -17.2 1.20

ケーソン海側 - - - -20.8 -16.0 1.30

ケーソン陸側 - - - -21.1 -19.5 1.08

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -34.2 -54.7 0.63

背後地盤
（陸側）

- - - -22.9 -54.7 0.42

水平変位 鉛直変位
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表-6.33  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加振後の残留変位の比較 
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図-6.82  ケース 1 ステップ 1（101Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.82  ケース 1 ステップ 1（101Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.83  ケース 1 ステップ 2（209Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.83  ケース 1 ステップ 2（209Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.84  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加速度時刻歴の比較 

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

170 175 180 185 190 195 200 205

time(s)

ac
c
(G

al
)

実験値

解析値

110

- 110 - 

   

 A8 A9 

   

 A6 A7 

  

 A5 

   

 A3 A4 

   

 A1 A2 

 
図-6.84  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.85  ケース 1 ステップ 4（331Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.85  ケース 1 ステップ 4（331Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.86  ケース 2 ステップ 1（87Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.86  ケース 2 ステップ 1（87Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.87  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.87  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.88  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.88  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加速度時刻歴の比較 
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  c) 解析パターン 2 の解析結果のまとめ 

  基礎地盤及び背後地盤の応答加速度は，地表面を除き

整合性が良い結果が得られた．このことから，パターン 2

で設定したパラメータの設定値は妥当であるものと考え

られる．ただし，捨石マウンド及びケーソンの加速度の

応答値及び位相については，実験結果と解析結果との整

合性に課題が残る結果となった．特に，加速度が大きい

場合及び改良体を設置したケース 2 の実験値と解析値の

違いが顕著である． 

  模型実験と数値解析で得られたケーソン天端及び改良

体天端の水平変位を図-6.90，図-6.91 に示す．ケーソン

天端の水平変位についても，加速度応答値と同様，入力

加速度が大きい場合に解析値と実験値の差異が大きくな

る傾向を示している．一方，改良体天端の水平変位位量

に関しては，解析値と実験値で値には差があるものの，

入力加速度の変化に対する水平変位量の変化傾向は，解

析値と実験値で概ね同様な結果となった． 

  (4) 解析パターン 3 

  a) パターン 2 からの変更点 

  パターン 2 の加速度時刻歴の解析結果（例えば図-6.82）

を見ると，捨石マウンドの下端（A3）の加速度時刻歴は

実験と解析で概ね整合しているものの，マウンド上端（A6）

における加速度は解析の方が遅れる傾向が見受けられる．

そこで増深前の断面であるケース 1 について，実験で得

られた加速度波形（A3，A6）から捨石マウンドにおける

せん断剛性低下率（G/G0）とせん断ひずみ（）を求め，

パラメータのフィッティングを行うことにした． 

  また，実際の施工では原位置改良を想定しているが，

実験では改良体を事前に製作してから模型作成時に設置

した．このため，地盤と改良体の間の境界条件は，模型

ケーソンと同様であると考えられる．このことから模型

ケーソン同様に改良体周辺にジョイント要素を設定する

こととした．改良体底面についてはコンクリートと捨石

との摩擦係数を 0.6 とし，改良体側面については壁面摩擦

角 = 15°とした．設定したジョイント要素を表-6.34に示

す．なお，ジョイント要素での減衰を抑えるため，個別

にレーレー減衰j = 0.0 を設定した． 

  b) パラメータフィッティング 

  実験で得られたマウンド下端の加速度時刻歴（A3）と

マウンド上端の加速度時刻歴（A6）の位相のずれ T より

せん断剛性 G を次式により推定する． 

G =  Vs
2 

Vs = H / T 

ここで，：密度，：マウンドの高さである．

  一方，A3，A6 の加速度時刻歴を 2 回積分することによ

り各位置での水平変位A3，A6 を求め，次式によりせん断

ひずみ片振幅を算出する． 

 = (A6 − A3 ) / H 

  FLIP のマルチスプリングモデルの仮想せん断ばねに使

用されている双曲線モデルを等価線形法におけるひずみ

依存曲線（G/G0～）で表す場合，次式で規定される． 

 

 

図-6.90  ケーソン天端の水平変位量の比較 

 

 

図-6.91  改良体天端の水平変位量の比較 

 

 

表-6.34  ジョイント要素のパラメータ 

位置 
Kn 

(kN/m2)
Ks 

(kN/m2) 
c 

(kN/m2) 


(°) 
備考 

改良体

底面 
1.0×106 1.0×106 0 31 tan-1 0.6

改良体

背面 
1.0×106 1.0×106 0 15  = 15°
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ここに，G/G0 と は，それぞれひずみ依存曲線における

せん断剛性比とせん断ひずみであり， r は双曲線モデル

における基準ひずみである．基準ひずみは，FLIP に用い

るパラメータと対象地盤の有効拘束圧力により以下のよ

うに規定される． 

r
m

0

∙ cos m ∙ sin

ma
m

ma

.  

ここに， m：せん断強度，G0：初期せん断弾性係数， ma'：

基準有効拘束圧力，Gma'：基準初期せん断弾性係数， m'：

対象地盤の有効拘束圧力である． m'は静止土圧係数 k0 = 

0.5 として FLIP における拘束圧力の定義により次式を用

いて算出する． 

m 2
1
2

3
4

 

  実験で得られた加速度時刻歴 A3，A6 から求めた加振ス

テップ毎のせん断弾性係数及びせん断ひずみを表-6.35

に示す．表-6.35 に示したせん断ひずみ片振幅は全サイ

クルの平均値である． 

  これらの値を用いて，Vs， 及び c を変化させてパラメ

ータフィッティングした結果を図-6.92～図-6.94 に示す．

図-6.92に示す Vs = 300m/s の場合は，c 及びを大きくし

ていくと，せん断ひずみが大きい範囲では整合する．し

かしひずみが小さい範囲では整合しない．図-6.93に示す

Vs = 350m/s の場合は，c 及びを大きくしていくと，G/G0

～曲線との整合性が高くなった．しかし c 及びの数値

がかなり大きく非現実的である．図-6.94 に示す Vs = 

400m/s の場合は，他のケースと比較してさらに整合性が

よくなる． 

  FLIP では物性値に c，双方を設定すると，解析の収束

性が低下するため，図-6.94に示す Vs = 400m/s， = 60°

を採用することにした． 

  c) 解析モデル 

  図-6.95，図-6.96に解析モデルを示す． 

 

 

表-6.35  実験結果から算定したせん断弾性係数等 

STEP 
位相ずれ 

T 
(sec) 

せん断波速度
Vs 

(m/sec) 

せん断弾性係

数 G 
(kN/m2) 

せん断ひずみ

片振幅 
(%) 

1 0.02 250 125000 0.038 
2 0.03 167 55000 0.065 
3 0.03 167 55000 0.097 
4 0.03 167 55000 0.117 

 

 

 

 

 
（ = 35°，c = 20kN/m2） 

 

 
（ = 80°，c = 0kN/m2） 

 

 
（ = 35°，c = 80kN/m2） 

 

図-6.92  Vs = 300m/s 場合のフィッティング結果 
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（ = 35°，c = 20kN/m2） 

 

 
（ = 80°，c = 0kN/m2） 

 

 
（ = 35°，c = 80kN/m2） 

 

図-6.92  Vs = 300m/s 場合のフィッティング結果 
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（ = 80°，c = 0kN/m2） 

 

 
（ = 35°，c = 50kN/m2） 

 

図-6.93  Vs = 350m/s 場合のフィッティング結果 

 

 
（ = 60°，c = 0kN/m2） 

 

 
（ = 35°，c = 35kN/m2） 

 

図-6.94  Vs = 400m/s 場合のフィッティング結果 
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（ = 80°，c = 0kN/m2） 

 

 
（ = 35°，c = 50kN/m2） 

 

図-6.93  Vs = 350m/s 場合のフィッティング結果 

 

 
（ = 60°，c = 0kN/m2） 

 

 
（ = 35°，c = 35kN/m2） 

 

図-6.94  Vs = 400m/s 場合のフィッティング結果 
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図-6.95  解析モデル（ケース 1） 

 

 

 

図-6.96  解析モデル（ケース 2） 
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図-6.95  解析モデル（ケース 1） 

 

 

 

図-6.96  解析モデル（ケース 2） 
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  d) 解析結果 

  解析で得られた加振終了後の残留変形を図-6.97～図

-6.104に，実験と解析との残留変位の比較を表-6.36～表

-6.43に，実験と解析との加速度時刻歴の比較を図-6.105

～図-6.112に示す． 

 

 

図-6.97  ケース 1 ステップ 1（101Gal）加振後の残留変形図 

 

 

図-6.98  ケース 1 ステップ 2（209Gal）加振後の残留変形図 
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図-6.99  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加振後の残留変形図 

 

 

 

図-6.100  ケース 1 ステップ 4（331Gal）加振後の残留変形図 
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図-6.99  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加振後の残留変形図 
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図-6.101  ケース 2 ステップ 1（87Gal）加振後の残留変形図 

 

 

 

図-6.102  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加振後の残留変形図 
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図-6.101  ケース 2 ステップ 1（87Gal）加振後の残留変形図 

 

 

 

図-6.102  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加振後の残留変形図 
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図-6.103  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加振後の残留変形図 

 

 

 

図-6.104  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加振後の残留変形図 
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図-6.103  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加振後の残留変形図 

 

 

 

図-6.104  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加振後の残留変形図 
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表-6.36  ケース 1 ステップ 1（101Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.37  ケース 1 ステップ 2（209Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -16.0 -20.8 0.77 -7.2 -5.9 1.22

ケーソン上部 -14.8 -20.4 0.73 - - -

ケーソン下部 -10.0 -9.5 1.05 - - -

改良体天端 - - - - - -

ケーソン海側 - - - -6.0 -5.7 1.05

ケーソン陸側 - - - -3.6 -2.0 1.80

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -13.0 -12.0 1.08

背後地盤
（陸側）

- - - -2.8 -12.0 0.23

水平変位 鉛直変位

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -34.2 -45.4 0.75 -15.6 -18.2 0.86

ケーソン上部 -32.0 -42.8 0.75 - - -

ケーソン下部 -23.3 -24.4 0.95 - - -

改良体天端 - - - - - -

ケーソン海側 - - - -13.4 -14.0 0.96

ケーソン陸側 - - - -9.0 -6.6 1.36

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -23.9 -34.1 0.70

背後地盤
（陸側）

- - - -11.8 -34.1 0.35

水平変位 鉛直変位
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表-6.36  ケース 1 ステップ 1（101Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.37  ケース 1 ステップ 2（209Gal）加振後の残留変位の比較 
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表-6.38  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.39  ケース 1 ステップ 4（331Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -40.2 -77.4 0.52 -17.8 -30.5 0.58

ケーソン上部 -37.8 -69.5 0.54 - - -

ケーソン下部 -28.2 -41.6 0.68 - - -

改良体天端 - - - - - -

ケーソン海側 - - - -15.4 -22.0 0.70

ケーソン陸側 - - - -10.6 -11.7 0.91

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -27.6 -51.8 0.53

背後地盤
（陸側）

- - - -16.9 -51.8 0.33

水平変位 鉛直変位

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -46.6 -121.7 0.38 -20.4 -45.3 0.45

ケーソン上部 -43.7 -111.8 0.39 - - -

ケーソン下部 -32.5 -69.3 0.47 - - -

改良体天端 - - - - - -

ケーソン海側 - - - -17.6 -29.0 0.61

ケーソン陸側 - - - -11.9 -14.8 0.80

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -32.5 -63.1 0.52

背後地盤
（陸側）

- - - -19.5 -63.1 0.31

水平変位 鉛直変位
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表-6.38  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.39  ケース 1 ステップ 4（331Gal）加振後の残留変位の比較 
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表-6.40  ケース 2 ステップ 1（87Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.41  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -10.3 -2.5 4.12 -4.4 0.0 --

ケーソン上部 -9.9 -7.3 1.36 - - -

ケーソン下部 -8.2 -11.8 0.69 - - -

改良体天端 -7.9 0.0 -- -4.4 -2.5 1.76

ケーソン海側 - - - -4.0 -3.1 1.29

ケーソン陸側 - - - -3.1 -3.9 0.79

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -8.4 -13.1 0.64

背後地盤
（陸側）

- - - -2.5 -13.1 0.19

水平変位 鉛直変位

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -19.7 -7.4 2.66 -8.9 -4.9 1.82

ケーソン上部 -19.2 -24.5 0.78 - - -

ケーソン下部 -17.3 -14.1 1.23 - - -

改良体天端 -16.8 -9.8 1.71 -8.9 -4.9 1.82

ケーソン海側 - - - -8.4 -6.4 1.31

ケーソン陸側 - - - -7.5 -7.9 0.95

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -16.2 -21.4 0.76

背後地盤
（陸側）

- - - -6.9 -21.4 0.32

水平変位 鉛直変位

126

- 126 - 

 

 

 

表-6.40  ケース 2 ステップ 1（87Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.41  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -10.3 -2.5 4.12 -4.4 0.0 --

ケーソン上部 -9.9 -7.3 1.36 - - -

ケーソン下部 -8.2 -11.8 0.69 - - -

改良体天端 -7.9 0.0 -- -4.4 -2.5 1.76

ケーソン海側 - - - -4.0 -3.1 1.29

ケーソン陸側 - - - -3.1 -3.9 0.79

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -8.4 -13.1 0.64

背後地盤
（陸側）

- - - -2.5 -13.1 0.19

水平変位 鉛直変位

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -19.7 -7.4 2.66 -8.9 -4.9 1.82

ケーソン上部 -19.2 -24.5 0.78 - - -

ケーソン下部 -17.3 -14.1 1.23 - - -

改良体天端 -16.8 -9.8 1.71 -8.9 -4.9 1.82

ケーソン海側 - - - -8.4 -6.4 1.31

ケーソン陸側 - - - -7.5 -7.9 0.95

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -16.2 -21.4 0.76

背後地盤
（陸側）

- - - -6.9 -21.4 0.32

水平変位 鉛直変位
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表-6.42  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.43  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -26.9 -27.1 0.99 -12.0 -4.9 2.45

ケーソン上部 -26.6 -47.3 0.56 - - -

ケーソン下部 -25.3 -45.8 0.55 - - -

改良体天端 -24.8 -12.3 2.02 -12.0 -7.4 1.62

ケーソン海側 - - - -11.7 -11.8 0.99

ケーソン陸側 - - - -11.0 -14.5 0.76

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -21.0 -44.6 0.47

背後地盤
（陸側）

- - - -15.1 -44.6 0.34

水平変位 鉛直変位

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -31.2 -73.8 0.42 -14.2 -17.2 0.83

ケーソン上部 -30.8 -70.0 0.44 - - -

ケーソン下部 -28.9 -63.0 0.46 - - -

改良体天端 -29.8 -24.6 1.21 -14.2 -17.2 0.83

ケーソン海側 - - - -13.7 -16.0 0.86

ケーソン陸側 - - - -12.8 -19.5 0.66

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -24.1 -54.7 0.44

背後地盤
（陸側）

- - - -18.3 -54.7 0.33

水平変位 鉛直変位
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表-6.42  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

表-6.43  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加振後の残留変位の比較 

 

 

 

 

 

 

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -26.9 -27.1 0.99 -12.0 -4.9 2.45

ケーソン上部 -26.6 -47.3 0.56 - - -

ケーソン下部 -25.3 -45.8 0.55 - - -

改良体天端 -24.8 -12.3 2.02 -12.0 -7.4 1.62

ケーソン海側 - - - -11.7 -11.8 0.99

ケーソン陸側 - - - -11.0 -14.5 0.76

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -21.0 -44.6 0.47

背後地盤
（陸側）

- - - -15.1 -44.6 0.34

水平変位 鉛直変位

解析値 実験値 解析/実験 解析値 実験値 解析/実験

ケーソン天端 -31.2 -73.8 0.42 -14.2 -17.2 0.83

ケーソン上部 -30.8 -70.0 0.44 - - -

ケーソン下部 -28.9 -63.0 0.46 - - -

改良体天端 -29.8 -24.6 1.21 -14.2 -17.2 0.83

ケーソン海側 - - - -13.7 -16.0 0.86

ケーソン陸側 - - - -12.8 -19.5 0.66

背後地盤
（ケーソン側）

- - - -24.1 -54.7 0.44

背後地盤
（陸側）

- - - -18.3 -54.7 0.33

水平変位 鉛直変位
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図-6.105  ケース 1 ステップ 1（101Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.105  ケース 1 ステップ 1（101Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.106  ケース 1 ステップ 2（209Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.106  ケース 1 ステップ 2（209Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.107  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.107  ケース 1 ステップ 3（291Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.108  ケース 1 ステップ 4（331Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.108  ケース 1 ステップ 4（331Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.109  ケース 2 ステップ 1（87Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.110  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.110  ケース 2 ステップ 2（177Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.111  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.111  ケース 2 ステップ 3（260Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.112  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加速度時刻歴の比較 
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図-6.112  ケース 2 ステップ 4（319Gal）加速度時刻歴の比較 
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  e) 解析パターン 3 の解析結果のまとめ 

  基礎地盤及び背後地盤の応答加速度は，応答値及び位

相とも地表面を除き整合性が良い結果となった（図

-6.113）．解析パターン 3 で設定したパラメータは妥当で

あるものと考えられる．捨石マウンド及びケーソンにつ

いては，パラメータフィッティングによりパラメータを

定めたことで 100Gal 程度の入力加速度での整合性は改善

されたが，入力加速度が大きい場合には整合性に課題が

残る（図-6.114参照）． 

  実験で得られたケーソン天端及び改良体天端の水平変

位とパターン 3 の解析で得られた水平変位の比較を図

-6.115，図-6.116に示す．図-6.115に示したケーソン天

端の水平変位において，加速度が大きくなると解析値と

実験値の差異が大きくなる傾向は，図-6.90に示したパタ

ーン 2 の結果とさほど変わらなかった．一方，図-6.116

の改良体天端の水平変位に着目すると，捨石マウンドの

応答加速度時刻歴の整合性が改善されたため，パターン 2

の結果より実験値と解析結果の差が小さなものとなった．

ケーソンの水平変位が，入力加速度が大きい場合に整合

しない原因は，ケーソンの振動特性が解析と実験とで異

なっていることにあるのではないかと推察される． 

 

 

 

 
捨石マウンド上端（A6） 

 

 
ケーソン下端（A5） 

 

図-6.113  ケース 1 ステップ 1（101Gal）の応答加速度 

 

 

 

 
捨石マウンド上端（A6） 

 

 
ケーソン下端（A5） 

 

図-6.114  ケース 1 ステップ 4（331Gal）の応答加速度 

 

 

 

 

 

 

図-6.115  ケーソン天端の水平変位量の比較 
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  e) 解析パターン 3 の解析結果のまとめ 

  基礎地盤及び背後地盤の応答加速度は，応答値及び位

相とも地表面を除き整合性が良い結果となった（図

-6.113）．解析パターン 3 で設定したパラメータは妥当で

あるものと考えられる．捨石マウンド及びケーソンにつ

いては，パラメータフィッティングによりパラメータを

定めたことで 100Gal 程度の入力加速度での整合性は改善

されたが，入力加速度が大きい場合には整合性に課題が

残る（図-6.114参照）． 

  実験で得られたケーソン天端及び改良体天端の水平変

位とパターン 3 の解析で得られた水平変位の比較を図

-6.115，図-6.116に示す．図-6.115に示したケーソン天

端の水平変位において，加速度が大きくなると解析値と

実験値の差異が大きくなる傾向は，図-6.90に示したパタ

ーン 2 の結果とさほど変わらなかった．一方，図-6.116

の改良体天端の水平変位に着目すると，捨石マウンドの

応答加速度時刻歴の整合性が改善されたため，パターン 2

の結果より実験値と解析結果の差が小さなものとなった．

ケーソンの水平変位が，入力加速度が大きい場合に整合

しない原因は，ケーソンの振動特性が解析と実験とで異

なっていることにあるのではないかと推察される． 

 

 

 

 
捨石マウンド上端（A6） 
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図-6.113  ケース 1 ステップ 1（101Gal）の応答加速度 
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図-6.114  ケース 1 ステップ 4（331Gal）の応答加速度 

 

 

 

 

 

 

図-6.115  ケーソン天端の水平変位量の比較 
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  充填センサの測定結果例を図-7.27に示す．図-7.27に

示したデータは中央の列（図-7.19参照）の測定結果であ

る．リアルタイムの注入管理において充填範囲の目安と

して活用した． 

  ドラム缶を用いた可塑状グラウト材注入実験の結果か

ら電圧約 800mV に達したとき充填されたこととすると

（図-7.15 参照），可塑状グラウト材が充填センサ位置に

達した時刻は図-7.27 のグラフ中に矢印で示した時刻と

なる．図-7.27 によると，中心付近の到達時刻が早く，そ

の後周囲に固化材が充填されている傾向にあるように見

える．ただし，注入中に値が緩かに変化し，安定するま

でに時間がかかったため，リアルタイムの管理では，ど

の時点を可塑状グラウト材の到達時と判断するか難しい

面があった． 

 

     

 

 

 

 

 

 
図-7.27  充填センサの測定結果例（Case2 中央列） 

（センサ配置は図-7.19参照・注入管の筒先は No.175-4 付近） 
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  各充填センサの充填完了後の電圧を図-7.28に示す．ド

ラム缶を用いた可塑状グラウト材注入実験では，約

800mV 以上で可塑状グラウト材が充填されたと判定した．

今回の実験でも同様と想定して後述する出来形と合わせ

てみると，概ね整合性はとれていると考えられる．しか

し，後述の出来形観察によって充填されていないと判定

したケース 2 の下から 25cm や 75cm の箇所のセンサにお

いても 800mV を越えていた．可塑状グラウト材が水中不

分離性を有するとはいえ，わずかなアルカリ分やノロが

生じ，これらに充填センサが反応したものと考えられる．

本センサは充填範囲の大まかな目安となる可能性がある

が，取り扱いには注意する必要があると考えられる． 

  (4) 出来形確認 

  ケース 1，2 における土留め脱型後の出来形測定結果を

図-7.29及び写真-7.49に示す． 

  図-7.29より，ケース 1 では，注入管先端位置を中心と

して，自重によって生じる下方向への注入が卓越せず，

横や上にも広がっていることが確認できる．想定より注

入圧力が高くなり，上向き圧力を拘束できず所定量を注

入しなかったため充填範囲は小さくなったが，ある程度

制御しながら注入可能であることがわかった． 

  一方，ケース 2 では，図-7.29 から確認できるとおり，

注入管先端を中心に直径約 2.5m の円盤に近い形で想定し

た形状に充填されていた．捨石空隙率 42%から想定した

所定の注入量 1.2m3 に対して予想した出来形に近く，改良

範囲を制御して非常に良好に充填できたと考えられる．

また，捨石天端を押さえていたシート（その上に合板＋

上載物）の直下まで充填されており，実施工においても

係船岸の底版直下まで充填できることが示唆された． 

 

 

 

 ケース 1 ケース 2 

（図中の白丸は注入管の筒先位置） 

図-7.28   充填センサの電圧測定結果（充填後） 

 

 

図-7.29   可塑状グラウト材の注入出来形測定結果 
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図-A.14  新工法の施工イメージ 

 

  A.6.2  可塑状グラウト材配合の決定 

  捨石マウンド内部の調査結果に基づいて，所要の充填性能と強度を有する可塑状グラウト材の配合を決定する． 

〔解説〕 

  捨石マウンド内部の調査によって得られた捨石の粒度分布，捨石間隙の大きさ，捨石の空隙率，砂や粘土などの夾雑物の

有無，藻類などの生物付着状況を踏まえて，所要の充填性能と強度を有する可塑状グラウト材の配合を決定する．本資料で

実験を行った捨石（最大粒径 200mm 程度）に対しては，可塑状グラウト材の静置フロー100mm 程度の配合が適切であった．

捨石の性状に応じた配合を決定するには，実験などで確認することが望ましい． 

 

  A.6.3  捨石削孔 

(1) 捨石削孔にあたって，捨石マウンドの内部状況，可塑状グラウト材の充填性能，改良体範囲及び改良体箇所を勘

案して，削孔方法，削孔ピッチ，及び削孔角度を決定する． 

(2) 堅固な捨石を削孔しなければならないため，捨石において実績のある削孔方法を選定する必要がある． 

〔解説〕 

(1) 新工法では，捨石マウンド内に固化材を圧力注入するため，捨石を削孔し捨石内に注入管を挿入しておく必要がある．

削孔方法としては，係船岸上から削孔する方法，自己昇降式作業台船（SEP 台船）により前面側から削孔する方法など

がある．なお，ケーソン底版の配筋に余裕がある施設では，図-A.15 のように，ケーソン上からの削孔も検討する必要

がある．削孔ピッチについては，改良体の範囲と，可塑状グラウト材の充填可能範囲の関係によって決定できる．確実
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な充填のためには，可塑状グラウト材の充填可能範囲より短い削孔ピッチにすることが望ましい．本資料での実験結果

では，捨石（最大粒径 200mm 程度）に対して可塑状グラウト材を直径約 2.5m で充填できた． 

(2) 堅固な捨石を削孔することから，通常使用される回転や圧入のみの削孔では時間と手間がかかりすぎ，推進することが

できない．捨石削孔には，パーカッションによる打撃を加えるとともに先端ビットで回転掘削しながらの削孔が適する．

写真-A.1に捨石削孔の施工例を示す．陸上からの捨石の削孔方法の例として，作業スペースが比較的広いと想定される

ので，機動性に優れたクローラ型ドリリングマシンがある．海上からの捨石の削孔方法として，SEP 台船を足場とし，

単管パーカッションドリルにより行った事例がある．SEP 台船上は狭いため，定置式のスキッド型ドリリングマシンが

使用されている． 

 

 
図-A.15  ケーソン底版削孔の施工イメージ図 

 

                    

陸上からの捨石削孔例 

           

海上からの捨石削孔例 

 

写真-A.1  ケーソン底版削孔の施工イメージ図 
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  A.6.4  可塑状グラウト材注入 

(1) 可塑状グラウト材の注入は，現場作業条件に適合する性能を有する施工機械を選定して行うものとする． 

(2) 可塑状グラウト材の注入前に，係船岸前面側の捨石表面に漏洩防止処置を実施することが望ましい． 

(3) 可塑状グラウト材の注入順序は，所定の範囲を確実に充填できるように定める必要がある． 

(4) 可塑状グラウト材の注入圧力は，固化材の種類及び施工方法を十分考慮し，捨石からの漏出や係船岸への悪影響

を生じないように，注入が可能な範囲で小さくしなければならない． 

(5) 新工法における可塑状グラウト材の注入・固化範囲は，広範囲にわたると想定されるため，一度に注入できない

ことから施工目地を計画して注入する必要がある．． 

〔解説〕 

(1) 新工法の可塑状グラウト材は，セメント系材料である基材と，可塑性を発揮させる可塑材を別々に練り混ぜ，別系統で

圧送したあと，注入管に近い箇所に設置したミキシング装置内で混合してから捨石に注入・固化した．図-A.16 に可塑

状グラウト材の注入系統図例を示す．1 日の打設数量と，製造能力及び貯液量に留意して，注入に必要な量よりも十分

に余裕を持った能力の設備を選定する必要がある．また，現場条件及び各材料の圧送可能距離を考慮して，各プラント

やミキシング装置の配置を考える必要がある．本資料の実験では，ミキシング装置として静止ミキサを使用した． 

 

 
図-A.16  グラウト材注入系統図（例） 

 

(2) 新工法の可塑状グラウト材は，注入圧力により捨石内に注入するため，捨石表層部の注入中に外部へ漏洩することが考

えられる．そのため，係船岸前面側の捨石表面に，砂やシートなどによる漏洩防止処置を行うことが望ましい．ただし，

実施工などの漏洩状況により不要となる場合も想定されることや，さらなる処置が必要になることも考えられるので，

潜水士による目視などで確認しておくことが望ましい． 

(3) 新工法の可塑状グラウト材の注入順序は，充填しやすい順序とする必要があり，断面的には充填範囲の下方から順次仕

上げることが適切であると考えられる．平面的には片押しで順次一方向に注入する方法と，間をあけて注入し，その後，

あと追いで間を注入する順序などが考えられるので，充填範囲の形状から望ましい方法を設定するとよい． 

(4) 可塑状グラウトの注入圧力は，圧力計により管理を行うが，大きな圧力を作用させると捨石から可塑状グラウトが漏出

することや，係船岸へ上方向の圧力を作用させて悪影響を及ぼす懸念がある．そのため，注入可能な範囲でなるべく注

入圧力を小さくしなければならない．本資料の実験では，注入圧力は 0.1～0.2MPa 程度の注入圧力で安定していた（静

水圧のない場合）． 

(5) 充填範囲が広範囲にわたる場合は，一度に注入できないので施工目地が必要である．法線直角方向の鉛直目地について

は問題にならないと考えられるが，法線平行方向の鉛直目地や水平目地は改良体の一体性を損ねる可能性があるので，

極力設けないように施工計画を行うのがよい． 
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図-A.16  グラウト材注入系統図（例） 
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  A.6.5  前面側捨石掘削 

(1) 捨石の掘削は，改良体が必要強度を発現したことを確認してから掘削する必要がある． 

(2) 係船岸の前趾直近の捨石掘削では，係船岸に近接した掘削となることから，目視確認を行いながら慎重に掘削す

る必要がある． 

(3) 捨石掘削後，係船岸前趾にて急勾配で凹凸のある壁面となった捨石表面に対して，成形または表面保護を行う必

要がある． 

〔解説〕 

(1) 捨石の固化後，係船岸前面の捨石を掘削するにあたって，施工時においても係船岸の安定性を確保するために，改良体

が必要強度に達したことを確認しなければならない．改良体の強度確認は，現地に則した条件で行うものとする．なお，

固化材の強度が必要強度より著しく大きい場合には，掘削する部分の捨石に充填された固化材強度が必要強度を満足し

たあと，早めに掘削することが望ましい． 

(2) 前面側捨石の掘削について，現状で考えられる施工フロー（例）を図-A.17 に示す．係船岸から離れた位置である捨石

マウンドのり肩付近（未改良部分）の撤去では，オレンジバケットを使用することが考えられる．係船岸や改良の影響

のない範囲については，オレンジバケットによる撤去が効率的である．係船岸からの離隔を確保できるため，係船岸に

損傷を与える可能性は少ない．次工程のため，水中バックホウの足場を確保できるような撤去とすることが望ましい．

撤去状況を目視確認できず，水上からの管理となるため掘削精度は劣る． 

   次に，図-A.18 に示すように，水中バックホウを使用し，係船岸近傍の捨石を撤去することが考えられる．水中での

目視確認による撤去作業のため，係船岸に損傷を与えない．用途に応じた各種アタッチメントを使用することにより，

改良部分の捨石も容易に撤去できる．撤去した捨石はワイヤーモッコを使用し，陸上のクローラクレーンで引き上げる．

撤去と並行して捨石マウンド天端の荒均しを行う． 

   係船岸前趾直近の捨石掘削では，構造物に損傷を与えない必要がある．しかし，一方で固結した捨石であり堅固であ

るため，人力での掘削は難しく，潜水士により直接目視確認しながら，慎重に水中ブレーカによってはつりながら成形

することが考えられる．しかし，掘削効率は低いと考えられる． 

   上記の 3 種類の掘削方法は代表的な施工方法と考えられるが，構造物に損傷を与えず，かつ固化した捨石マウンドを

効率的に掘削できる既存の方法をさらに検討する必要があり，または新規に開発することが望まれる． 

(3) 係船岸前趾直近の捨石掘削は，現状では潜水士及び水中ブレーカによる方法を想定しており，その場合凹凸のある斜面

となる．その斜面に波浪などの外力が長期間作用すると，斜面の風化や崩壊が進行すると考えられ，斜面を水中不分離

性コンクリートなどの固化材で保護する必要があると考えられる． 

 

 

 

 

 

図-A.17  捨石掘削施工フロー（例） 
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図-A.18  水中バックホウによる捨石掘削イメージ 

 

  A.7  施工管理 

(1) 可塑状グラウト材の充填性能について，フローコーンによるフロー値を測定して管理することとする． 

(2) 可塑状グラウト材を注入するにあたって，施工中の充填確認として，注入流量及び注入圧力を測定しなければな

らない．また，適切な位置に設けた観測孔により充填範囲を管理することを基本とする． 

(3) 改良体強度の確認のため，固化材自体の強度管理に加えて，当初はコアサンプリングによる強度確認を実施する

ことを基本とする． 

(4) 可塑状グラウト材注入時には，係船岸の前面側に汚濁防止膜を設置することが望ましい． 

〔解説〕 

(1) 可塑状グラウト材の充填性能を管理するために，フロー値を測定することを基本とする．ただし，静置フロー値の差は

わずかであるため，振動を与えたときのフロー値もあわせて測定するのが望ましい． 

(2) 可塑状グラウト材を注入するときには，圧力計により注入圧力を測定しなければならない．急激な圧力変化がないか，

注入圧力が安定した状態での注入であるかを管理し，また打ち止めの参考とする．本資料の実験では，0.1～0.2MPa 程

度の注入圧力で安定していた．ただし，実工事の対象箇所は，水中の水深深いところと考えられるので，静水圧を考慮

する必要がある．他に，流量計によって注入速度及び総注入量を測定しなければならない．また，想定される充填範囲

と観測孔による測定結果から注入管理を行うことを基本とする． 

(3) 新工法の適用当初においては，注入・固化後にコアサンプリングを採取することにより，固化体強度を確認するととも

に，充填状況の調査を実施することとする． 

(4) 可塑状グラウト材は，水中不分離性を有しており，通常の水中不分離性コンクリートと同程度の水質への影響と考えら

れるが，施工時には汚濁防止膜を設置することが望ましい． 
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